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２０１２年度の設備投資計画の特徴 

 

 

－お問い合わせ先－ 

産業調査部 五十里  Tel： 03 (6311) 8589   E-mail： hiikari@dbj.jp   

 寺崎（地域別） Tel： 03 (3244) 0005   E-mail： toteras@dbj.jp 

抑制基調を経て、５年ぶりの増加 

－国内は維持・補修や合理化・省力化が中心－ 

－海外は能力増強中心に大幅増、サプライチェーン海外シフトの動きも－ 
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Ⅰ．要旨 
 

１． 大企業（資本金10億円以上）の2012年度国内設備投資額は、製造業（19.1％増）、非製造

業（8.6％増）とも増加し、全産業で12.2％増（除く電力12.5％増）と５年ぶりの増加とな

る。 

 

２． 今回調査に基づく2012年度の国内設備投資は、過去４年間の設備投資減少にみられる抑制 

基調の影響を受けているといえ、特徴としては以下の点が挙げられる。 

①維持・補修、合理化・省力化のウエイト上昇 

国内設備投資は、「能力増強」でなく、「維持・補修」、「合理化・省力化」を中心に増加。

製造業の「維持・補修」のウエイトは過去最高。設備投資が増加する年に「維持・補修」

のウエイトが上昇し、「能力増強」が低下するのは異例。 

②エコカー関連を中心とした投資連鎖がみられる一方、電気機械は減少 

エコカー関連で自動車の新製品・製品高度化投資が大きく増加し、化学などで関連部材も

増加。他方、川上の部材が増加するなかで、電気機械は液晶テレビなど最終製品関連での

投資抑制により、減少。投資連鎖の広がりに差異。 

③東日本大震災の復旧関連一段落。耐震、電力供給問題は引き続き対応  

復旧・復興投資は2012年度に一段落となるが、耐震強化や、電力供給問題対応としての自

家発電導入・強化などの動きは継続。    

 

３． 製造業（19.1％増）は、自動車をはじめ、化学、一般機械を中心に５年ぶりに増加。自動

車はエコカー関連を中心とした増加。化学はディスプレイ、ＬＥＤ、太陽電池、エコカー関

連高機能部材などが増加。一般機械は、事務民生用機械や好調な外需に支えられた建設機械

で増加。一方、電気機械はディスプレイや半導体などの落ち込みにより減少。 

非製造業（8.6％増）は、卸売・小売でコンビニなどの新規出店増加がみられ、運輸では、

鉄道、道路貨物・倉庫で増加。電力も安定供給や安全確保、経年対応があり増加。 

 

４． 海外設備投資は、自動車の能力増強、鉱業の資源関連を中心に引き続き大幅増（31.5％増）。  

他方、電気機械は減少に転じる。海外／国内投資比率（連結）は、引き続き上昇（全産業 

2011年度30.6％→2012年度37.2％、製造業2011年度53.3％→2012年度58.3％）。 

製造業の中期的な供給能力見通しは、海外増加・国内維持が主流となり、国内縮小を伴う

海外増加の割合も上昇。海外展開強化に伴うサプライチェーンの海外シフトの動きもみられ

る。 

 

５． 研究開発は、全産業で4.2％の増加。中期的な国内外の研究開発活動については、国内を

堅持しつつも海外を増加させる傾向。 

 

 

                        以 上 
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Ⅱ．調査結果（大企業：資本金10億円以上） 
１．国内設備投資動向 

図表１ 2011・2012・2013年度 国内設備投資動向 

（単位：億円、％）

2011年度(実績） 2012年度（計画） 2013年度（計画)

2010年度 2011年度 増減率 2011年度 2012年度 増減率 2012年度 2013年度 増減率

実　　績 実　　績 11/10 実　　績 計　　画 12/11 計　　画 計　　画 13/12

全 産 業 147,299 144,240 ▲ 2.1 142,465 159,853 12.2 42,510 40,002 ▲ 5.9

 (除電力） 122,915 120,125 ▲ 2.3 126,458 142,253 12.5 33,603 31,138 ▲ 7.3

製 造 業 47,757 46,933 ▲ 1.7 48,866 58,177 19.1 13,136 12,486 ▲ 5.0

非製造業 99,541 97,307 ▲ 2.2 93,598 101,676 8.6 29,374 27,516 ▲ 6.3

 (除電力） 75,157 73,192 ▲ 2.6 77,592 84,076 8.4 20,466 18,652 ▲ 8.9

(共通会社 1,963社) (共通会社 2,214社) (共通会社 1,024社)
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（注）１. 前年度との共通回答会社による増減率 

２. 2011年度までは、P24付属図表２の翌年夏実績参照 

３. 2009年度実績までは事業基準分類。2010年度実績以降は主業基準分類。 

 

(１)2011年度の設備投資実績 

大企業（資本金10億円以上）の2011年度国内設備投資実績は、製造業が４年連続の減少となり、

非製造業も減少に転じたことから、全産業（2.1％減）でも４年連続の減少となった。 

製造業（1.7％減）は、昨年度調査時点では増加の計画（12.5％増）であったが、円高や欧州

債務問題などに起因する不透明な収益環境が下押し圧力となったことなどから、自動車をはじめ

として多くの業種で大幅な下方修正がなされ、減少した。非製造業（2.2％減）でも一部投資の

先送りなどがみられたことから、減少となった。 

図表２ 1986-2012年度 国内設備投資増減率推移 
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(２)2012年度の設備投資計画 

大企業（資本金10億円以上）の2012年度国内設備投資額は、製造業（19.1％増）、非製造業（8.6％

増）とも増加し、全産業で12.2％増（除く電力12.5％増）と５年ぶりの増加となる。 

今回調査に基づく2012年度の国内設備投資は、過去４年間の設備投資減少にみられる抑制基調

の影響を受けているといえ、特徴としては以下の点が挙げられる。 

第一は、維持・補修、合理化・省力化投資のウエイト上昇である。国内設備投資は、「能力増

強」でなく、「維持・補修」、「合理化・省力化」を中心に増加し、製造業の「維持・補修」のウ

エイトは過去最高となる。設備投資が増加する年に「維持・補修」のウエイトが上昇し、「能力

増強」が低下するのは異例といえる。 

第二は、投資連鎖の広がりに差異がみられたことである。エコカー関連で自動車の新製品・製

品高度化投資が大きく増加し、化学などで関連部材も増加する。他方、川上の部材が増加するな

かで、電気機械は液晶テレビなど最終製品関連での投資抑制により、減少となる。 

第三は、東日本大震災関連で、復旧・復興投資は2012年度に一段落となるが、耐震強化や、電

力供給問題対応としての自家発電導入・強化などの動きが引き続きみられた。  

次に業種別にみていくと、製造業（19.1％増）は、自動車をはじめ、化学、一般機械を中心に 

５年ぶりに増加となる。自動車はエコカー関連を中心とした増加となり、化学はディスプレイ、

ＬＥＤ、太陽電池、エコカー関連高機能部材などが増加。一般機械は、事務民生用機械や好調な

外需に支えられた建設機械で増加する。一方、電気機械はディスプレイや半導体などの落ち込み

により引き続き減少する。 

非製造業（8.6％増）は、増加に転じる。卸売・小売でコンビニなどの新規出店増加がみられ、

運輸では、鉄道、道路貨物・倉庫で増加。電力も安定供給や安全確保、経年対応があり増加する

計画である。 

 

(３) 2013年度の設備投資計画 

 2013年度の国内設備投資計画は、製造業が5.0％減、非製造業が6.3％減、全産業では5.9％減

となっているが、当年度計画に比べると回答企業が少なく、現時点では未確定な部分が多い。 
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２．業種別設備投資動向の特色  

図表３ 業種別増減率・構成比のスカイライングラフ       
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2012年度主要産業の特色 

主要産業の投資動向および内容は以下の通りである。なお、上段の数字は2011年度実績額の

全産業に占める構成比を、下段（ ）内の数字は当該産業の設備投資の増減率（2011年度→2012

年度）を示す。 

 

＜製造業＞ 

食 品 

2.9％ 

   （0.4％→33.4％） 

： 畜産加工食品における能力増強投資に加え、菓子・調味料などで生

産集約化に伴う投資が本格化し、大幅に増加する。 

化 学 

5.5％ 

  （▲6.4％→21.1％） 

： ディスプレイ、ＬＥＤ、太陽電池、エコカー向け部材などの能力増

強投資が継続し、維持・補修や合理化・省力化投資も増加するため、

増加する。 

 
石 油 

1.0％ 

 （▲23.0％→55.4％） 

： 震災復旧投資がピーク超えするなか、サービスステーションへの投

資が増加することから、増加する。 

窯 業 ・ 土 石 

1.0％ 

 （▲20.6％→13.2％） 

： ディスプレイ関連投資が引き続き減少するものの、自動車向け環境

関連投資や合理化･省力化投資があり、増加する。 

鉄 鋼 

2.3％ 

  （▲10.9％→6.9％） 

： 一定の維持・補修投資の継続に加え、合理化・省力化投資もあり、

増加する。 

非 鉄 金 属 

1.5％ 

  （14.1％→16.1％） 

： エコカー向け部材をはじめとする新製品・製品高度化投資などが

堅調であり、引き続き増加する。 

一 般 機 械 

4.1％ 

  （18.3％→25.5％） 

： 事務民生用機械に加え、好調な外需を背景に建設機械も増加する

ことから、引き続き増加する。 

電 気 機 械 

6.7％ 

 （▲3.6％→▲8.6％） 

： スマートフォン・タブレット向け部材やエコカー向け電子部品は増

加するものの、ディスプレイや半導体が大幅に落ち込み、太陽電池

の工場新設も一段落することから、引き続き減少する。 

 
精 密 機 械 

0.9％ 

  （25.0％→29.1％） 

： 医療用機器が大幅増となり、デジタルカメラの新製品投資や計測器

も引き続き増加することに加え、半導体製造装置も堅調に推移する

ことから、３年連続で増加する。 

 
自 動 車 

5.9％ 

 （▲3.7％→39.6％） 

： 前年度までの抑制の反動増に加え、エコカー関連の新製品・製品高

度化投資や、震災などを契機とした生産体制再構築により、５年ぶ

りに増加する。 
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＜非製造業＞ 

卸 売 ・ 小 売 

5.6％ 

   （0.1％→23.3％） 

： 卸売は一部で物流センター建設が一段落し減少。小売はコンビニの

活発な新規出店が継続するほか、百貨店の旗艦店建替えや大型改

装、スーパーや家電大手の出店などにより大幅増。全体でも大幅増

となる。 

 
不 動 産 

6.7％ 

  （▲18.3％→9.7％） 

： 首都圏での再開発・建替プロジェクトが継続するほか、大阪でも大

型プロジェクトが進行することから、増加する。 

運 輸 

16.0％ 

  （▲4.4％→8.1％） 

： 海運で船舶関連が減少するが、鉄道で自然災害対策など安全対策が

増加するほか、首都圏空港の施設拡充や道路貨物・倉庫で物流施設

整備があり、増加する。 

 
電 力 

11.2％ 

  （▲1.1％→10.0％） 

： 安定供給や安全確保に向けた電源・流通設備投資や経年対応の維持

更新投資などにより、増加する計画である。 

通 信 ・ 情 報 

19.3％ 

   （5.7％→1.7％） 

： データセンターがやや落ち着くものの、スマートフォン普及に伴う

基地局増強や次世代通信規格関連投資が増加することから、引き続

き増加する。 
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３．Ｄ．Ｉ．と設備投資／キャッシュフロー 

 2012年度の収益計画をみると、売上高は、製造業、非製造業とも「増収」を見込む企業が「減

収」を見込む企業より多い。経常損益も、製造業、非製造業とも「増益」を見込む企業が「減益」

を見込む企業より多くなっている。設備投資については、キャッシュフローの額を「下回る」と

する企業が「上回る」とする企業を大きく上回る状態が続いている。 

 

 

  （単位：％ポイント）

1,233社 1,590社 1,233社 1,590社

2011年度 2012年度 2011年度 2012年度 2011年度 2012年度

実　　績 計　　画 実　　績 計　　画 実　　績 計　　画

9.6 25.9 5.4 12.1 ▲56.4 ▲44.0

19.0 32.1 ▲ 2.9 12.1 ▲58.8 ▲44.7

2.9 21.1 11.3 12.2 ▲54.5 ▲43.5

（注） １．　売上高Ｄ．Ｉ．、経常損益Ｄ．Ｉ． ＝ （「増収・増益」回答数 － 「減収・減益」回答数） ÷ 有効回答数

       ２．  設備投資／キャッシュフローＤ．Ｉ． ＝ （「設備投資額はキャッシュフローを上回る」との回答数

             － 「設備投資額はキャッシュフローを下回る」との回答数） ÷ 有効回答数　

設備投資／キャッシュフロー

Ｄ．Ｉ．経常損益Ｄ．Ｉ．売上高Ｄ．Ｉ．

非製造業

全 産 業

製 造 業

1,590社

 

 

 

図表５ 設備投資／キャッシュフロー比率の推移 

 

 

40

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

150

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11

％

年度

全産業

製造業

非製造業

(実績）
 

 

 

図表４ Ｄ．Ｉ． 

 

（注） 設備投資／キャッシュフロー比率 ＝ 設備投資 ÷ キャッシュフロー × 100 

    キャッシュフロー： 

経常損益が ＋ の場合 ＝ （個別業種の経常損益÷２）＋減価償却費 

経常損益が － の場合 ＝   個別業種の経常損益＋減価償却費 
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図表７ 設備投資とキャッシュフローの水準（91年度＝100）（製造業） 

図表６ 設備投資とキャッシュフローの水準（91年度＝100）（全産業） 

図表８ 設備投資とキャッシュフローの水準（91年度＝100）（非製造業） 
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４．投資動機 

2012年度の投資動機の特徴 

2012年度の全産業の投資動機（2011・2012年度共通回答会社数 1,443社）をみると、前年度

に比し、「能力増強」「その他」のウエイトが低下し、「新製品・製品高度化」「合理化・省力化」

「研究開発」「維持・補修」のウエイトが上昇する。 

製造業では、「能力増強」のウエイトが、素材型産業、加工・組立型産業の双方において低下

する。素材型産業では鉄鋼の低下、加工・組立型産業では電気機械の低下が大きい。また、「合

理化・省力化」のウエイトは一般機械、鉄鋼、輸送用機械などほとんどの産業の上昇により高ま

る。「新製品・製品高度化」のウエイトは、輸送用機械の寄与により上昇する。「維持・補修」の

ウエイトは、一般機械、食品を中心に上昇する。「研究開発」のウエイトは横ばいとなる。非製

造業では、「能力増強」のウエイトが低下する一方、「維持・補修」のウエイトが電力・ガスの寄

与により上昇する。 

製造業の投資動機の推移を、現項目での調査を開始した1986年度までさかのぼると、「能力増

強」のウエイトは2007年度にピークとなったが、それ以降は低下が続いている。「維持・補修」

のウエイトは、調査開始以来最大の水準となる。 

 

 

図表９ 2011・2012年度 投資動機 

(共通会社 1,443社) （単位：％）

2011 2012 2011 2012 2011 2012 2011 2012 2011 2012
実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画

能 力 増 強 40.5 37.5 29.3 25.1 24.5 20.2 32.9 28.8 46.5 44.8

新製品・製品高度化 8.4 9.5 15.6 16.9 8.5 7.1 19.7 22.1 4.6 5.1

合 理 化 ・ 省 力 化 5.8 6.8 9.8 11.8 10.7 14.3 9.1 10.5 3.7 3.8

研 究 開 発 3.9 4.1 9.5 9.5 7.2 8.3 11.2 10.4 0.9 0.9

維 持 ・ 補 修 23.5 24.8 23.9 24.9 35.4 36.1 15.4 16.7 23.2 24.8

そ の 他 17.8 17.4 12.0 11.8 13.7 13.9 11.7 11.5 21.0 20.7

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

非製造業全　産　業 製　造　業 素　材　型 加工・組立型

 
 

（注）１．素材型：繊維、紙・パルプ、化学、窯業・土石、鉄鋼、非鉄金属 

         加工・組立型：食品、一般機械、電気機械、精密機械、輸送用機械、その他の製造業 

２．本表における「研究開発」とは、自社の有形固定資産に対する国内投資のうち、研究開発 

目的のウエイトを示しており、P14における研究開発費とは異なる。 
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図表10 製造業投資動機ウエイトの推移  
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５．海外における設備投資（連結ベース） 

（１）2011年度の海外における設備投資実績 

2011年度の海外における設備投資（2010・2011年度共通回答会社数 773社）は、全産業で

42.2％増の大幅増加となった。海外設備投資額の約70％を占める製造業（49.6％増）では、ア

ジアなど新興国需要の増加および北米での需要回復を受けて、自動車で40％強増加したほか、

化学は80％強増加、一般機械も40％強増加し、電気機械や食品でも二桁増となった。非製造業

（24.2％増）では、海外出店の増えた小売や資源関連の鉱業などで増加した。 

 

（２）2012年度の海外における設備投資計画 

2012年度の海外における設備投資（2011・2012年度共通回答会社数 1,127社）は、全産業で

31.5％増と、３年連続の二桁増となる。製造業（28.9％増）は、需要旺盛なアジアに加え欧米

での投資も増やす自動車が30％強の大幅増となる。それに伴い、関連する業種（ゴムなど）へ

の波及もみられる。また、資源関連投資により、石油は大幅増、非鉄金属も増加する。タイ洪

水に起因する復旧や移転投資も一部でみられる。一方で、電気機械は微減となる。非製造業

（38.1％増）では、資源関連投資により鉱業が大幅に増加し全体を牽引する。海運が大宗を占

める運輸は減少する。 

地域別にみると、北米や欧州は、自動車や鉱業が大きく寄与しそれぞれ40％弱、20％の高い

伸びとなるほか、中国を含むアジアでも自動車をはじめとして、石油、ゴム、精密機械などの

製造業を中心に、30％強の高い伸びとなる。 

 

（３）2012年度の海外／国内設備投資比率 

2011年度から2012年度にかけて、設備投資を国内外で増やす動きが幅広い産業でみられるが、

製造業全体では海外投資が28.9％増と、国内投資の17.6％増を上回って増加するため、連結ベ

ースで見た海外／国内設備投資比率（外／内比率）は、2011年度の53.3％から2012年度に58.3％

へ上昇する。製造業で最もウエイトの高い自動車は、2011年度の88.8％から2012年度に95.1％

へ上昇する。 
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（共通会社 1,127社） （単位：億円、％）

増減率

金　額 構成比 金　額 構成比 12/11

製 造 業 21,340 72.0 27,517 70.6 28.9 

非 製 造 業 8,314 28.0 11,480 29.4 38.1 

合　計 29,655 100.0 38,997 100.0 31.5 

北　米 4,603 15.5 6,402 16.4 39.1 

欧　州 2,960 10.0 3,553 9.1 20.0 

アジア 14,526 49.0 19,338 49.6 33.1 

（うち中国） (3,127) (10.5) (4,002) (10.3) (28.0)

その他/不明 7,566 25.5 9,704 24.9 28.3 

2011年度（実績） 2012年度（計画）
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図表13 海外／国内設備投資比率
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（注） 海外における設備投資は、連結決算を作成している企業は連結ベースの設備投資額を、 

    連結決算を作成していない企業は本体および出資比率（間接を含む）が50％以上の海外 

子会社による設備投資をいう。 

（注）１．（ ）内は構成比（2011年度実績、製造業の海外投資額＝100％） 

      ２.  海外増減率、国内増減率はともに連結ベースで計算。 

（注）海外／国内設備投資比率＝（連結海外設備投資÷連結国内設備投資）×100 

 

図表11 海外における設備投資 

図表12 国内設備投資と海外設備投資との関係（製造業） 
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６．研究開発費（連結ベース） 

2012年度の研究開発費計画 

2012年度の研究開発費計画（2011・2012年度共通回答会社数 920社）は、前年度比4.2％増

となる。輸送用機械が、引き続き環境、安全面の関連技術などで7.0％増と堅調な伸びとなる

ほか、一般機械は、省エネや制御技術などを中心に5.9％増、精密機械は、デジタル映像、医

療関連などを中心に11.4％増となり、全体を牽引する。 

また、化学は、電池用材料、軽量化・低環境負荷など新素材の開発を推進する有機化学や、

新薬開発コストが嵩む医薬品などにより3.9％増となる。一方、電気機械は、コア事業で研究

開発を続行するが、0.2％増の低い伸びにとどまる。 

 

図表14 2011・2012年度連結研究開発費増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表15 研究開発費時点別増減率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．調査時点は、2003年度調査は８月、2004年度調査以降は６月（2011年度調査のみ７月）。 
２．2012年度調査以降は、連結ベース。 

（単位：前年比、％）

計画 実績 計画 実績 計画 実績

2003 4.8 3.3 4.9 4.4 2.7 ▲ 7.7

2004 5.5 4.4 5.5 5.4 5.5 ▲ 5.2

2005 6.0 4.6 6.1 5.7 5.2 ▲ 8.7

2006 9.6 5.7 9.8 6.0 6.0 ▲ 0.3

2007 7.3 7.6 7.0 7.6 16.1 7.0

2008 4.2 ▲ 2.1 4.2 ▲ 2.4 6.1 1.8

2009 ▲ 5.9 ▲11.2 ▲ 6.2 ▲11.9 0.9 ▲ 1.6

2010 5.6 2.2 5.7 2.3 5.3 ▲ 0.7

2011 6.8 － 7.2 － ▲ 0.1 －

2012 4.2 4.3 ▲ 0.1

対象
年度

全産業 製造業 非製造業

（共通会社 920社） （単位：億円、％）

増減率

金    額 構成比 金    額 構成比 12/11

全 産 業 81,430 100.0 84,816 100.0 4.2

製 造 業 79,214 97.3 82,602 97.4 4.3

（ う ち 輸 送 用 機 械 ） 25,643 31.5 27,450 32.4 7.0

（ う ち 一 般 機 械 ） 8,581 10.5 9,090 10.7 5.9

（ う ち 電 気 機 械 ） 25,088 30.8 25,146 29.6 0.2

（ う ち 化 学 ） 12,982 15.9 13,493 15.9 3.9

非 製 造 業 2,216 2.7 2,213 2.6 ▲ 0.1

（ う ち 電 力 ・ ガ ス ） 55 0.1 56 0.1 1.4

（ う ち 通 信 ・ 情 報 ） 1,348 1.7 1,327 1.6 ▲ 1.6

2011年度（実績） 2012年度（計画）
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繊維7.5
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3.9/15.9
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5.6
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1.6
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4.5

電気機械

0.2/30.8

運輸 ▲2.2
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食品 0.8
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5.9/10.5

建設 4.4

卸売・小売 2.6

不動産 100.0

電力

・

ガス
1.4

通信･情報 ▲1.6

その他の非製造業 ▲4.6

リース

0.0  

全産業平均

4.2％増

（ 2012年度対前年度増減率／2011年度構成比。構成比の小さい業種は増減率のみ。）

（注）2011・2012年度共通回答 920社
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図表16 2012年度 業種別連結研究開発費増減率・構成比のスカイライングラフ 

図表17 2012年度 業種別連結研究開発費/連結設備投資額 

（注）１．2011・2012年度共通回答 756社 

２．素材型、加工・組立型の定義については、図表９の（注）１．に同じ 
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７．設備除却・売却 

2012年度の設備除却・売却の特徴 

2012年度の全産業の設備除却・売却（2011・2012年度共通回答会社数 539社）をみると、前

年度に比し、全産業で24.7％の増加となる。 

製造業では、事業再編による売却増加の動きなどもみられるが、東日本大震災による除却の一

段落などで、11.7％の減少となる。非製造業では不動産業の事業再編などに伴う物件の売却など

で、48.1％の増加となる。各年度の国内設備投資額合計に対する比率（設備除却・売却額／国内

設備投資額）で比較すると、全産業で2011年度の9.9％から2012年度の11.1％へ1.2ポイントの上

昇となる。 

 

 

 

図表18 2011・2012年度 設備除却・売却 

 

設備除却・売却額 

（共通会社 539社） （単位：億円、％）

2011年度
実    績

2012年度
計 　画

増減率
12/11

製 造 業 1,013 895 ▲ 11.7

非 製 造 業 1,568 2,323 48.1

全 産 業 2,582 3,218 24.7
 

（注）設備除却・売却額は簿価基準 

 

設備除却・売却額／国内設備投資額 

（共通会社 539社）      （単位：％）

2011年度
実    績

2012年度
計 　画

変化幅

製 造 業 11.6 8.5 ▲ 3.1

非 製 造 業 9.0 12.6 3.6

全 産 業 9.9 11.1 1.2
 

（注）設備除却・売却額は簿価基準 
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８．東日本大震災復旧・復興投資 

 東日本大震災復旧・復興投資に関する調査をおこない、375社から有額回答（１百万円以上）

を得た。 

 なお、ここでいう復旧・復興投資は毀損した設備の復旧・復興にかかる投資であり、耐震・自

家発電などの投資は含まない。 

（１）年度別投資額 

震災復旧・復興投資総額は2,975億円で、年度別にみると、2011年度実績2,107億円、2012年度

計画802億円、2013年度計画39億円となり、2011年度実績額は全体の70.8％を占めている。なお、

前回2011年7月調査では、2010年度実績は163億円、2011年度計画は1,807億円であった。 

 

（２）業種別投資額 

業種別には、製造業は1,682億円（うち2011年度1,187億円）で全体の56.6％を占める。非製造

業は1,292億円（うち2011年度920億円）となっており、このなかでライフライン関連が732億円

と大宗を占めている。 

 

（３）投資比率 

2011年度実績における国内設備投資額に占める震災復旧・復興投資の割合は全産業で7.4％と

なっており、業種別では、製造業が10.5％、非製造業が5.4％、非製造業のうちライフライン関

連では4.7％となっている。 

 

 

(単位：億円、％）

2010年度 2011年度 2012年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

実 績 実 績 計 画 実 績 実 績 計 画 計 画

10,026 11,330 13,344 1,682 9 1,187 449 37 13.0 17.8 

(0.1) (10.5) (3.4) (11.8) (▲6.5)

18,345 17,147 18,591 1,292 18 920 353 2 ▲6.5 8.4 

(0.1) (5.4) (1.9) (4.9) (▲3.3)

10,353 10,208 10,299 732 0 481 250 1 ▲1.4 0.9 

(0.0) (4.7) (2.4) (4.6) (▲2.3)

28,371 28,477 31,935 2,975 27 2,107 802 39 0.4 12.1 

(0.1) (7.4) (2.5) (7.3) (▲4.6)

ライフライン

全 産 業

国内設備投資額
国内設備投資 増減率
(うち震災復旧・復興

投資寄与度)

11/10 12/11

製 造 業

震災復旧・復興投資額
（対国内設備投資額 構成比）

非 製 造 業

 

（注） １．ライフライン･･･鉄道、電力・ガス、通信 

    ２．対象会社数：375社（製造業166社、非製造業209社） 震災復旧・復興投資が１百万円以上の会社を集計 

2010年度は、今回回答企業につき、2011年7月調査における回答を集計した試算値。 

    ３．震災復旧・復興投資がゼロとの回答があった会社は1,015社 

 

図表19 東日本大震災復旧・復興投資の概要 
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参考 

 

2011年度業種別設備投資動向の特色 

主要産業の投資動向および内容は以下の通りである。なお、上段の数字は2010年度実績額の

全産業に占める構成比を、下段（ ）内の数字は当該産業の設備投資の増減率（2010年度→2011

年度）を示す。 

 

＜製造業＞ 

食 品 

1.9％ 

   （▲10.9％→0.4％） 

： 畜産加工食品で工場新設がみられたほか、製麺・菓子などで生産

集約化のための投資が一服し、増加した。 

 

化 学 

5.1％ 

    （6.0％→▲6.4％） 

： エコカー用二次電池、ディスプレイ、ＬＥＤ、太陽電池向け部材

の能力増強投資が増加したものの、医薬品の研究施設が一段落し

たため、減少した。 

 

 

石 油 

1.2％ 

（▲51.1％→▲23.0％） 

： 震災復旧投資があったものの、製油所高度化投資が減少したこと

から、引き続き減少した。 

 

窯 業 ・ 土 石 

1.0％ 

（37.7％→▲20.6％） 

： ディスプレイ関連投資の減少や、合理化･省力化投資の先送りな

どにより、減少した。 

 

鉄 鋼 

4.5％ 

（▲26.6％→▲10.9％） 

： 震災関連を含む維持・補修投資は増加したものの、特殊鋼の合理

化投資などが一服し、引き続き減少した。 

 

非 鉄 金 属 

1.3％ 

（▲14.3％→14.1％） 

： 震災復旧もあり維持・補修投資が増加し、エコカー向け部材など

の新製品・製品高度化投資もあったことから、４年ぶりに増加し

た。 

 

 

一 般 機 械 

3.6％ 

 （▲10.9％→18.3％） 

： 事務民生用機械や建設機械が増加したため、３年ぶりに増加し

た。 

 

電 気 機 械 

6.4％ 

    （9.2％→▲3.6％） 

： 中小型ディスプレイはスマートフォン・タブレット向けを中心に

増加し、ＬＥＤやエコカー向け電子部品も増加したものの、テレ

ビ用ディスプレイや太陽電池の落ち込みが大きく、減少した。 

 

 

精 密 機 械 

0.7％ 

（4.8％→25.0％） 

： 半導体製造装置各社で増減はあったものの、デジタルカメラや計

測器、医療用機器が増加したことから、引き続き増加した。 

 

自 動 車 

4.7％ 

  （▲9.5％→▲3.7％） 

： エコカー関連投資が底堅く推移したものの、東日本大震災やタイ

洪水、円高急進を背景とした抑制があったため、４年連続で減少

した。 
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＜非製造業＞ 

卸 売 ・ 小 売 

5.0％ 

  （▲13.1％→0.1％） 

： 卸売は医薬品卸などの物流センター建設が一段落し二桁減。小売

は百貨店の大型投資が剥落したものの、コンビニの新規出店活発

化などにより３年ぶりに増加した。全体でも微増となった。 

 
不 動 産 

7.8％ 

  （12.5％→▲18.3％） 

： 前年度の大型中古資産取得の剥落や、大都市圏で主要鉄道ターミ

ナル駅周辺の開発プロジェクトが一服したこともあり、二桁減と

なった。 

 
運 輸 

13.9％ 

 （▲1.5％→▲4.4％） 

： 航空で機材導入が進んだが、新幹線や首都圏空港の整備が一服し

たため、引き続き減少した。 

電 力 

16.6％ 

    （8.6％→▲1.1％） 

： 安定供給や安全確保に向けた電源投資があったものの、投資抑

制・先送りが広範にみられ、減少した。 

通 信 ・ 情 報 

17.8％ 

   （▲0.9％→5.7％） 

： スマートフォン普及に伴う基地局増強や次世代通信規格関連投

資に加え、震災復旧・災害対策やデータセンターなどがあり、増

加した。 
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調査要領（「2011・2012・2013年度 設備投資計画調査」） 

１．調査目的 

わが国産業界の設備投資の基本的動向を把握することを目的に1956年より実施。 

 

２．設備投資の範囲 

自社の有形固定資産に対する国内投資（ただし、不動産業における分譲用を除く）。原則と

して、建設仮勘定を含む有形固定資産の新規計上額（売却、滅失、減価償却を控除せず。工事

ベース）。2009年６月調査より、2008年４月１日以降開始される事業年度から適用された「リ

ース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）および「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号）により、リース資産への新規計上額が設備投資額

に含まれる。 

 

３．調査方法 

アンケート方式（調査票送付。必要に応じ電話聞き取りなどにより補足）。 

 

４．調査の対象企業 

資本金10億円以上の民間法人企業を対象（ただし、農業、林業、金融保険業などを除く）。 

 

５．調査時期 

2012年6月20日（水）を期日として実施。 

 

６．回答状況 

  対象会社数 有効回答会社数 有効回答率 

主業基準分類 3,277社 2,214社 67.6％ 

 

 

７．集計について 

（１）産業分類について 

原則として主業基準分類（企業の主たる業種に基づき分類）で集計。 

2010年度調査までは、設備投資額および投資動機は事業基準分類（企業の事業部門を基に分

類）で集計していたが、2011年度調査より主業基準分類に統一。長期系列データについても、

設備投資額および投資動機については、2009年度実績まで事業基準分類、2010年度実績以降は

主業基準分類による。 
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（２）調査時点と調査対象年度 

年１回実施。各年度について計画から実績化するまで合計３回の調査を行う。 

対象年度 

調査時点 
2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 

2009年6月 当年度計画 翌年度計画    

2010年6月 実績 当年度計画 翌年度計画   

2011年7月  実績 当年度計画 翌年度計画  

2012年6月   実績 当年度計画 翌年度計画 

 

（３）共通会社数について 

2011年度・2012年度の共通会社数は、今回６月調査において、2011年度実績・2012年度当年

度計画に回答のあった社数。2012年度・2013年度の共通会社数とは、そのうち2012年度当年度

計画・2013年度翌年度計画にも回答があった社数。 

 

８．付帯調査について 

設備投資付帯調査の調査要領については以下の通りである。調査対象企業および調査時期に

ついては設備投資計画調査と同じである。 

 

（１）連結設備投資額 

・調査事項：連結決算ベースの設備投資額（国内・海外）の2011年度実績および2012年度計

画。 

・設備投資の定義：原則として、建設仮勘定を含む有形固定資産の計上額（売却、滅失、減 

価償却を控除せず）。 

 

（２）設備除却・売却額 

・調査事項：単独決算ベースの設備除却・売却額の2011年度実績および2012年度計画。 

・設備除却・売却額の定義：建設仮勘定および維持・補修投資を含む有形固定資産（土地、

建物および構築物、機械装置および運搬具、工具・器具および備品など）の除却・売却額

の除却・売却時点の簿価 。 

 

（３）連結研究開発費 

・調査事項：連結決算ベースの研究開発費（国内・海外）の2011年度実績および2012年度計

画。 

・研究開発費の定義：研究開発に関わる人件費、原材料費、固定資産の減価償却費および間

接費の配賦額など、全ての費用（詳細は各社が開示資料や社内で使用している定義に準拠）。
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付属図表１ 2011・2012・2013年度 業種別設備投資動向 

　　（単位：億円、％）

設　　備　　投　　資　　額 増　　　減　　　率 構　　成　　比

2,214社 1,024社 2,214社

2011年度 2012年度 2012年度 2013年度 11/10 12/11 13/12 2011年度 2012年度

実　　績 計　　画 計　　画 計　　画    実　　績 計　　画

全　産　業 142,465 159,853 42,510 40,002 ▲ 2.1 12.2 ▲ 5.9 100.0 100.0

製　造　業 48,866 58,177 13,136 12,486 ▲ 1.7 19.1 ▲ 5.0 34.3 36.4

　食　　品 4,075 5,436 1,446 958 0.4 33.4 ▲33.8 2.9 3.4

　繊　　維 251 375 90 66 ▲15.1 49.5 ▲26.1 0.2 0.2

　紙・パルプ 1,415 1,269 392 272 38.2 ▲10.3 ▲30.6 1.0 0.8

　化　　学 7,765 9,404 2,654 2,496 ▲ 6.4 21.1 ▲ 6.0 5.5 5.9

　石　　油 1,420 2,206 1,597 1,662 ▲23.0 55.4 4.1 1.0 1.4

　窯業・土石 1,359 1,539 457 438 ▲20.6 13.2 ▲ 4.1 1.0 1.0

　鉄　　鋼 3,242 3,467 935 1,278 ▲10.9 6.9 36.7 2.3 2.2

　非鉄金属 2,120 2,462 1,287 1,029 14.1 16.1 ▲20.1 1.5 1.5

　一般機械 5,883 7,385 596 530 18.3 25.5 ▲11.1 4.1 4.6

　電気機械 9,585 8,756 793 607 ▲ 3.6 ▲ 8.6 ▲23.5 6.7 5.5

（電子部品等） ( 3,910 )( 3,498 )( 533 )( 434 )( ▲15.5 )( ▲10.5 )( ▲18.7 )( 2.7 )( 2.2 )

　精密機械 1,325 1,711 186 198 25.0 29.1 6.9 0.9 1.1

　輸送用機械 8,928 12,235 2,343 2,273 ▲ 2.6 37.0 ▲ 3.0 6.3 7.7

（自 動 車） ( 8,420 )( 11,757 )( 2,067 )( 2,032 )( ▲ 3.7 )( 39.6 )( ▲ 1.7 )( 5.9 )( 7.4 )

　その他の製造業 1,499 1,932 361 679 ▲10.4 28.9 88.0 1.1 1.2

非 製 造 業 93,598 101,676 29,374 27,516 ▲ 2.2 8.6 ▲ 6.3 65.7 63.6

　建　　設 2,411 2,783 548 368 ▲ 8.5 15.5 ▲32.9 1.7 1.7

　卸売・小売 7,925 9,774 3,759 3,597 0.1 23.3 ▲ 4.3 5.6 6.1

（小 　売） ( 6,645 )( 8,554 )( 3,251 )( 3,286 )( 3.1 )( 28.7 )( 1.1 )( 4.7 )( 5.4 )

　不 動 産 9,510 10,436 4,581 3,865 ▲18.3 9.7 ▲15.6 6.7 6.5

　運　　輸 22,778 24,617 6,253 5,867 ▲ 4.4 8.1 ▲ 6.2 16.0 15.4

　電力・ガス 18,921 21,136 10,525 10,703 0.0 11.7 1.7 13.3 13.2

（電 　力） ( 16,007 )( 17,600 )( 8,907 )( 8,864 )( ▲ 1.1 )( 10.0 )( ▲ 0.5 )( 11.2 )( 11.0 )

（ガ 　ス） ( 2,914 )( 3,536 )( 1,618 )( 1,839 )( 9.9 )( 21.3 )( 13.7 )( 2.0 )( 2.2 )

　通信・情報 27,541 28,001 1,656 1,471 5.7 1.7 ▲11.2 19.3 17.5

　リ ー ス 1,890 2,163 1,270 1,019 ▲31.0 14.4 ▲19.8 1.3 1.4

　サービス 1,982 2,185 684 519 32.9 10.2 ▲24.2 1.4 1.4

 その他の非製造業 641 580 97 109 4.3 ▲ 9.6 11.8 0.5 0.4

(注）その他の製造業  ：出版印刷、ゴム、金属製品、その他製造業

　　 その他の非製造業：漁業、鉱業、その他非製造業  
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付属図表２ 設備投資調査時点別増減率の長期推移  

（単位：％）

全　　　　産　　　　業 製　　　　造　　　　業  非　　製　　造　　業

対 象 前年夏 当年冬 当年夏 翌年冬 翌年夏 前年夏 当年冬 当年夏 翌年冬 翌年夏 前年夏 当年冬 当年夏 翌年冬 翌年夏
年 度 計画 計画 計画 見込 実績 計画 計画 計画 見込 実績 計画 計画 計画 見込 実績

1980 0.7 13.1 23.5 23.9 20.6 ▲16.0 5.2 23.3 25.8 24.8 7.8 18.8 23.7 22.6 17.5

1981 5.8 9.9 12.3 12.0 8.8 ▲ 8.2 6.7 14.5 13.0 10.4 13.2 12.4 10.5 11.1 7.5

1982 10.0 11.2 10.2 8.4 2.8 ▲ 1.8 7.2 10.3 6.6 3.8 16.3 14.5 10.1 9.9 2.0

1983 5.5 1.8 1.8 2.7 ▲ 2.1 ▲ 6.7 ▲ 5.3 ▲ 1.5 ▲ 2.6 ▲ 8.6 13.3 7.9 4.6 7.2 3.4

1984 0.7 2.6 10.5 11.3 7.6 ▲10.2 2.7 17.1 20.3 17.1 7.1 2.6 5.6 4.2 0.2

1985 ▲ 2.6 5.3 10.6 9.2 7.6 ▲ 9.6 5.1 12.6 9.7 8.6 0.9 5.6 9.1 8.8 6.9

1986 0.2 1.6 5.4 3.1 3.1 ▲ 9.1 ▲ 4.1 ▲ 3.6 ▲ 7.1 ▲ 9.3 5.0 5.7 12.0 10.3 12.1

1987 ▲ 0.7 0.1 3.5 6.0 4.4 ▲10.6 ▲ 5.6 ▲ 2.2 ▲ 0.2 ▲ 3.9 2.1 4.0 7.0 9.7 9.3

1988 ▲ 2.6 6.7 15.7 18.8 15.9 ▲ 7.1 9.3 25.3 27.5 24.7 ▲ 1.4 5.2 10.8 13.0 10.7

1989 ▲ 0.7 6.4 17.5 17.4 13.9 ▲ 4.0 9.4 26.3 26.7 22.3 0.9 4.4 11.8 11.5 8.5

1990 ▲ 1.8 8.6 17.0 16.2 14.9 ▲ 7.9 10.1 23.6 22.8 20.8 1.4 7.6 12.5 11.9 11.0

1991 0.6 4.4 10.7 8.9 8.2 ▲ 7.1 1.7 7.9 5.2 5.3 3.7 6.1 12.8 11.5 10.4

1992 0.3 ▲ 0.8 ▲ 0.9 ▲ 4.7 ▲ 7.4 ▲ 2.8 ▲ 6.4 ▲10.5 ▲15.5 ▲17.9 1.4 3.2 6.0 2.7 ▲ 0.0

1993 ▲ 1.5 ▲ 5.6 ▲ 4.6 ▲ 8.4 ▲11.4 ▲11.9 ▲12.9 ▲13.1 ▲19.0 ▲23.7 2.0 ▲ 1.6 0.3 ▲ 2.3 ▲ 4.5

1994 ▲ 3.3 ▲ 5.6 ▲ 2.4 ▲ 4.7 ▲ 8.0 ▲14.7 ▲ 9.0 ▲ 4.0 ▲ 7.1 ▲10.7 ▲ 0.1 ▲ 4.0 ▲ 1.6 ▲ 3.7 ▲ 6.8

1995 ▲ 1.4 0.3 6.1 5.7 2.3 ▲ 4.3 3.8 13.5 13.9 10.6 ▲ 0.7 ▲ 1.3 3.0 2.4 ▲ 1.2

1996 ▲ 3.1 0.7 9.1 8.5 6.0 ▲13.6 ▲ 0.6 8.8 7.0 4.8 ▲ 1.2 1.3 9.2 9.2 6.5

1997 ▲ 7.5 ▲ 1.3 4.5 2.8 ▲ 1.5 ▲11.1 ▲ 1.0 8.9 7.5 4.1 ▲ 6.8 ▲ 1.5 2.5 0.7 ▲ 4.0

1998 ▲ 7.5 ▲ 4.0 ▲ 1.8 ▲ 3.5 ▲ 8.0 ▲11.7 ▲ 6.7 ▲ 4.7 ▲ 8.5 ▲13.0 ▲ 6.8 ▲ 2.7 ▲ 0.3 ▲ 1.1 ▲ 5.6

1999 ▲ 4.6 ▲ 5.3 ▲ 3.7 ▲ 3.4 ▲ 8.4 ▲13.6 ▲10.1 ▲10.1 ▲11.8 ▲15.5 ▲ 3.1 ▲ 3.2 ▲ 0.7 0.8 ▲ 5.0

2000 ▲ 5.0 0.2 7.6 7.8 4.1 ▲10.9 0.3 15.2 18.0 12.5 ▲ 4.0 0.2 4.4 3.2 0.4

2001 ▲ 8.6 ▲ 5.2 0.6 ▲ 6.6 ▲ 9.3 ▲ 3.5 ▲ 0.7 6.2 ▲ 7.0 ▲ 9.7 ▲ 9.6 ▲ 7.4 ▲ 2.0 ▲ 6.3 ▲ 9.2

2002 1.4 ▲ 2.7 ▲ 0.6 ▲ 3.8 ▲10.3 ▲ 9.2 ▲ 8.2 ▲ 5.6 ▲11.4 ▲16.2 3.4 0.0 1.7 ▲ 0.2 ▲ 7.5

2003 ▲ 5.1 ▲ 3.0 4.9 ― ▲ 1.1 ▲ 3.9 1.1 16.2 ― 11.3 ▲ 5.3 ▲ 4.8 0.2 ― ▲ 6.0

2004 ▲ 6.1 ― 6.9 8.3 1.7 ▲11.0 ― 18.8 22.3 15.4 ▲ 5.1 ― 1.3 1.9 ▲ 4.6

2005 ▲ 7.6 ▲ 3.8 11.6 15.0 8.5 ▲ 7.9 3.8 19.8 22.7 15.3 ▲ 7.5 ▲ 6.3 6.9 10.6 4.7

2006 ▲ 1.0 ▲ 0.3 12.9 ― 7.7 1.9 1.7 21.8 ― 12.0 ▲ 2.1 ▲ 1.0 7.4 ― 4.9

2007 ▲ 1.4 ― 11.0 ― 7.7 ▲ 4.3 ― 13.5 ― 6.6 ▲ 0.1 ― 9.2 ― 8.5

2008 ▲ 8.8 ― 4.1 ― ▲ 7.1 ▲19.4 ― 6.8 ― ▲ 9.7 ▲ 4.6 ― 2.4 ― ▲ 5.6

2009 ▲ 0.9 ― ▲ 9.2 ― ▲16.7 ▲ 8.6 ― ▲20.7 ― ▲30.8 1.4 ― ▲ 0.1 ― ▲ 6.0

2010 ▲ 3.7 ― 6.8 ― ▲ 2.5 ▲12.2 ― 8.9 ― ▲ 8.4 ▲ 1.5 ― 5.5 ― 0.7

2011 ▲ 3.3 ― 7.3 ― ▲ 2.1 ▲ 4.5 ― 12.5 ― ▲ 1.7 ▲ 3.0 ― 4.6 ― ▲ 2.2

2012 ▲ 4.5 ― 12.2 ▲ 9.6 ― 19.1 ▲ 2.7 ― 8.6

2013 ▲ 5.9 ▲ 5.0 ▲ 6.3

（注）１．網掛け部分が今回調査。

　　　２．夏調査の調査時点は、2003年度調査まで８月、2004年度調査以降は６月（2011年度調査のみ７月）。

　　　３．冬調査の調査時点は、2003年度調査まで２月、2004～2005年度調査は11月。2006年度調査以降実施していない。

　　　４．2010年度調査までは事業基準分類。2011年度調査以降は主業基準分類。  
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付属図表３ ＜参考グラフ＞ 
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付属図表４ 設備投資／キャッシュフロー比率 

　（単位：％）

当年度計画 前年度実績

年度 調査年月 全産業 製造業 非製造業 調査年月 全産業 製造業 非製造業

1991 91/8 129.3 104.2 150.1 92/8 133.0 116.3 148.4

1992 92/8 128.0 102.8 150.4 93/8 127.4 103.8 143.8

1993 93/8 114.1 90.0 129.2 94/8 121.8 86.8 145.6

1994 94/8 116.4 80.7 141.2 95/8 113.8 76.3 138.1

1995 95/8 113.9 79.8 136.6 96/8 107.9 78.2 131.0

1996 96/8 112.2 80.1 137.6 97/8 110.5 78.7 133.6

1997 97/8 107.7 79.9 128.0 98/8 105.6 81.8 127.2

1998 98/8 103.0 77.4 126.4 99/8 101.8 80.6 116.6

1999 99/8 90.4 60.3 114.3 00/8 91.0 63.1 113.1

2000 00/8 92.3 64.5 115.5 01/8 91.8 65.7 109.5

2001 01/8 88.6 71.2 99.8 02/8 86.4 74.0 94.1

2002 02/8 85.0 64.4 98.9 03/8 75.7 56.2 88.5

2003 03/8 79.6 63.5 90.4 04/6 73.9 57.8 85.1

2004 04/6 76.4 66.9 83.2 05/6 70.8 60.7 78.8

2005 05/6 78.5 71.5 84.3 06/6 76.0 65.2 85.1

2006 06/6 85.5 77.6 92.5 07/6 78.0 70.2 84.3

2007 07/6 84.7 74.2 93.6 08/6 82.5 71.7 92.8

2008 08/6 87.5 77.3 97.3 09/6 95.5 104.5 90.0

2009 09/6 － － － 10/6 84.7 72.9 91.7

2010 10/6 － － － 11/7 72.3 55.5 87.2

2011 11/7 － － － 12/6 75.3 60.9 86.0

（注）１. 網掛けは今回調査結果

　　　２. 設備投資／キャッシュフロー比率 ＝ 設備投資 ÷ キャッシュフロー × 100

                 キャッシュフロー ：

　　　　　　　　　 経常損益が　＋　の場合 ＝ （個別業種の経常損益÷２）＋減価償却費

　　　　　　　　　 経常損益が　－　の場合 ＝   個別業種の経常損益＋減価償却費

　　　３. 2009年度以降、当年度計画について調査しない。  
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付属図表５ 業種別Ｄ．Ｉ．  

　　 （単位：％ポイント、％）

設備投資／キャッシュフロー

1,233社 1,590社 1,233社 1,590社

2011年度 2012年度 2011年度 2012年度 2011年度 2012年度
実　  績 計　　画 実　  績 計　　画 実　  績 計　　画

全　　　産　　　業 9.6 25.9 5.4 12.1 4.3 ▲56.4 ▲44.0

製　　  造　　　業 19.0 32.1 ▲ 2.9 12.1 3.3 ▲58.8 ▲44.7

食 品 8.5 28.1 ▲29.8 9.4 2.9 ▲56.3 ▲43.8

繊 維 28.6 38.1 14.3 42.9 5.7 ▲100.0 ▲61.9

紙 ・ パ ル プ 0.0 25.0 ▲28.6 31.3 3.5 ▲37.5 ▲75.0

化 学 2.6 49.1 ▲33.3 17.3 9.8 ▲58.2 ▲36.4

石 油 62.5 23.5 12.5 ▲35.3 2.2 ▲88.2 ▲29.4

窯 業 ・ 土 石 18.5 2.9 11.1 ▲ 8.8 5.1 ▲64.7 ▲64.7

鉄 鋼 52.4 22.6 ▲42.9 22.6 2.9 ▲67.7 ▲67.7

非 鉄 金 属 2.9 2.4 ▲17.6 ▲ 4.9 4.2 ▲56.1 ▲41.5

一 般 機 械 27.5 36.8 30.4 10.3 4.6 ▲67.8 ▲51.7

電 気 機 械 12.5 44.3 ▲15.6 21.7 0.9 ▲20.8 ▲24.5

精 密 機 械 63.6 33.3 9.1 0.0 5.6 ▲48.1 ▲18.5

輸 送 用 機 械 20.4 18.4 29.6 5.3 1.7 ▲78.9 ▲52.6

　非 製 造 業 2.9 21.1 11.3 12.2 5.7 ▲54.5 ▲43.5

建 設 ▲ 6.6 25.0 ▲ 4.9 4.5 2.9 ▲65.9 ▲63.6

卸 売 ・ 小 売 30.8 45.5 48.1 39.2 2.6 ▲56.6 ▲36.5

不 動 産 ▲27.8 ▲16.0 9.6 ▲ 3.2 13.4 ▲59.2 ▲47.2

運 輸 10.1 20.1 11.5 14.0 6.0 ▲35.2 ▲31.8

電 力 ・ ガ ス 36.4 18.3 ▲23.6 ▲30.0 3.8 ▲43.3 ▲36.7

通 信 ・ 情 報 0.0 40.9 0.9 20.4 10.6 ▲69.3 ▲60.6

リ ー ス 11.1 ▲ 9.5 22.2 ▲23.8 7.0 ▲42.9 ▲ 4.8

サ ー ビ ス ▲28.2 5.8 2.8 7.0 8.2 ▲58.1 ▲39.5

（注）１．売上高Ｄ．Ｉ．、経常損益Ｄ．Ｉ．=（「増収・増益」回答数－「減収・減益」回答数）÷有効回答数
   　 ２．設備投資／キャッシュフローＤ．Ｉ．=（「設備投資額はキャッシュフローを上回る」との回答数

         －「設備投資額 はキャッシュフローを下回る」との回答数）÷有効回答数　

2011年度
実　  績

1,590社

経常利益率
 売　　上　　高  経　常　損　益

Ｄ．Ｉ． Ｄ．Ｉ．Ｄ．Ｉ．
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付属図表６ 業種別投資動機 

（共通会社 1,443社） （単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率

2011 2012 12/11 2011 2012 12/11 2011 2012 12/11 2011 2012 12/11 2011 2012 12/11 2011 2012 12/11 12/11 2011 2012

40.5 37.5 1.7    8.4 9.5 23.2   5.8 6.8 27.4   3.9 4.1 15.3   23.5 24.8 16.2   17.8 17.4 7.0    9.9 100.0 100.0

29.3 25.1 1.3    15.6 16.9 27.7   9.8 11.8 42.0   9.5 9.5 18.3   23.9 24.9 22.8   12.0 11.8 16.0   17.9 34.7  37.3

素材型 24.5 20.2 9.9▲  8.5 7.1 8.4▲  10.7 14.3 45.4   7.2 8.3 26.4   35.4 36.1 11.2   13.7 13.9 10.2   9.0 12.2  12.1

繊維 14.8 26.6 183.7  20.8 16.1 22.4   12.8 5.7 29.4▲ 6.9 9.9 125.7  37.4 36.1 52.1   7.3 5.6 20.6   57.8 0.2   0.3

紙・パルプ 18.7 18.9 13.2▲ 11.8 6.1 55.5▲ 13.4 19.3 24.4   1.7 0.6 67.8▲ 23.4 37.4 38.1   31.0 17.6 50.9▲ ▲ 13.8 1.1   0.8

化学 26.0 26.8 16.7   9.0 6.4 19.0▲ 6.9 9.5 54.8   11.2 11.3 14.5   32.0 32.0 13.6   14.9 14.0 7.1    13.5 5.6   5.8

窯業・土石 17.3 14.6 6.5    4.9 3.7 3.7▲  10.8 16.3 91.4   6.4 5.1 1.4    41.6 35.3 7.3    18.9 25.0 67.2   26.7 0.8   0.9

鉄鋼 30.7 11.1 64.4▲ 1.4 2.7 86.5   17.1 26.0 50.2   2.4 5.7 135.3  42.0 44.1 4.0    6.4 10.5 60.5   ▲  1.2 2.8   2.5

非鉄金属 17.6 14.6 7.3▲  16.3 16.5 12.5   10.5 11.3 19.0   5.9 7.5 43.0   40.2 38.0 5.4    9.5 12.0 40.0   11.2 1.8   1.8

加工・組立型 32.9 28.8 5.2    19.7 22.1 34.6   9.1 10.5 38.8   11.2 10.4 11.5   15.4 16.7 30.3   11.7 11.5 17.9   20.1 20.8  22.8

食品 35.4 37.6 45.9   13.0 16.8 76.5   10.3 9.5 26.2   10.5 4.4 42.7▲ 17.9 19.6 49.8   12.7 12.2 31.6   37.4 2.1   2.7

一般機械 42.1 38.2 15.8   13.7 15.2 41.0   8.2 12.0 86.3   6.3 7.5 51.0   17.6 20.0 44.7   12.1 7.1 24.7▲ 27.4 3.4   4.0

電気機械 41.2 36.9 18.7▲ 17.0 14.9 20.5▲ 9.3 10.3 0.8    11.0 13.0 6.7    11.3 11.0 11.9▲ 10.2 14.0 25.0   ▲ 9.2 7.5   6.2

精密機械 20.8 13.8 16.9▲ 20.1 28.1 74.9   14.3 17.9 55.6   13.1 12.8 22.6   12.5 16.6 65.9   19.2 10.7 30.1▲ 24.9 0.8   1.0

輸送用機械 20.8 17.9 26.2   31.0 36.0 70.3   6.2 7.2 71.6   16.1 12.2 11.6   14.9 14.9 46.8   11.1 11.9 56.8   46.8 5.3   7.1

石油 19.4 15.3 23.0   16.2 16.9 62.0   10.7 10.5 51.9   4.7 7.0 130.4  46.3 46.4 55.9   2.7 4.0 131.6  55.6 1.7   2.4

46.5 44.8 1.8    4.6 5.1 15.1   3.7 3.8 7.1    0.9 0.9 1.1▲  23.2 24.8 12.6   21.0 20.7 4.3    5.6 65.3  62.7

建設 29.2 21.2 11.9▲ 3.2 4.3 63.7   4.9 3.9 3.2▲  2.8 1.8 21.5▲ 18.9 13.2 15.2▲ 40.9 55.5 64.5   21.3 1.8   2.0

卸売・小売 61.3 68.3 44.2   3.0 3.1 36.5   9.7 7.2 4.7▲  0.3 0.3 47.4   21.0 15.8 2.9▲  4.7 5.3 47.6   29.5 4.8   5.7

不動産 82.8 75.1 7.4▲  2.2 6.1 182.0  0.4 0.3 9.4▲  0.0 0.0 34.2▲ 12.3 14.7 22.1   2.2 3.6 66.7   2.0 8.2   7.6

運輸 45.0 44.0 2.1    12.1 10.6 8.9▲  8.3 8.5 7.4    0.0 0.1 - 25.8 27.2 10.1   8.8 9.5 12.4   4.3 17.0  16.1

電力・ガス 45.1 43.1 6.0    0.2 0.5 248.4  1.2 1.2 19.0   0.1 0.2 113.3  43.1 45.2 16.1   10.3 9.8 5.0    10.9 16.7  16.9

通信・情報 22.9 19.9 18.2▲ 2.1 2.7 25.3   0.9 1.3 29.8   3.3 3.4 4.0▲  4.0 4.7 11.5   66.9 68.0 4.5▲  ▲ 6.1 13.8  11.8

サービス 54.8 45.1 15.8▲ 11.2 16.5 50.6   6.5 8.0 26.2   4.7 3.6 21.6▲ 21.4 24.1 15.6   1.4 2.7 95.8   2.4 1.6   1.5

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 ウエイト

能力増強 新製品・製品高度化 合理化・省力化 研究開発 維持・補修 その他 合　計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）能   力  増  強……既存製品・サービスなどに関わる量的拡大を目的とした新・増設投資を指す    
     新製品・製品高度化……新製品・サービスの提供または既存製品・サービスの品質向上・高付加価値化に関わる 

     そ      の      他……上記（能力増強、新製品・製品高度化、合理化・省力化、研究開発、維持・補修）以外 
                    新・増設投資を指す 

     の環境対策投資、厚生施設整備投資、バリアフリー投資などを指す 
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付属図表７ 業種別海外設備投資額 

      （単位：億円、％）

2011年度 2012年度 2011年度 2012年度
実    績 計    画 実    績 計　  画
29,655 38,997 42.2 31.5 100.0 100.0
21,340 27,517 49.6 28.9 72.0 70.6

 化    学 3,376 3,758 84.2 11.3 11.4 9.6
 非鉄金属 2,147 2,696 97.0 25.6 7.2 6.9
 一般機械 2,216 2,556 48.7 15.3 7.5 6.6
 電気機械 1,879 1,858 19.8 ▲ 1.1 6.3 4.8
 自 動 車 7,452 10,111 45.5 35.7 25.1 25.9

8,314 11,480 24.2 38.1 28.0 29.4
 鉱    業 2,525 5,530 14.5 119.0 8.5 14.2
 運    輸 3,473 3,221 ▲ 4.6 ▲ 7.3 11.7 8.3
 卸売・小売 1,012 1,014 138.0 0.2 3.4 2.6

構成比
1,127社 1,127社

11/10 12/11

全 産 業
製 造 業

非 製 造 業

海外設備投資額 増減率

 

 

付属図表８ 海外設備投資増減率、設備投資の海外／国内比率の長期系列 

◆全産業 ◆製造業

（単位：％） （単位：％）

年度 計　画 実　績 計　画 実　績 計　画 実　績 年度 計　画 実　績 計　画 実　績 計　画 実　績

2002 6.1 22.0 17.7 － 2002 3.6 13.6 46.3 －

2003 6.1 11.2 18.2 20.2 － － 2003 4.2 10.5 42.6 52.3 － －

2004 7.3 14.5 21.0 23.9 － － 2004 7.8 16.3 48.3 48.6 － －

2005 18.1 34.2 25.4 23.6 － － 2005 17.1 35.4 49.4 54.8 － －

2006 8.2 3.4 22.9 25.6 － － 2006 9.5 2.3 49.5 53.0 － －

2007 14.6 22.7 26.0 28.9 － － 2007 11.4 7.7 51.9 53.4 － －

2008 2.1 ▲19.7 28.7 30.1 － － 2008 2.1 ▲ 7.4 55.2 45.2 － －

2009 ▲25.8 ▲38.2 25.3 25.8 － － 2009 ▲31.2 ▲44.9 42.1 42.0 － －

2010 35.1 18.9 33.6 30.5 － 24.1 2010 43.9 27.6 57.2 55.0 － 39.5 

2011 49.2 42.2 40.7 40.2 33.1 30.6 2011 54.7 49.6 74.2 82.8 51.4 53.3 

2012 31.5 － 45.2 － 37.2 － 2012 28.9 － 82.5 － 58.3 －

自動車 ◆非製造業

（単位：％） （単位：％）

年度 計　画 実　績 計　画 実　績 計　画 実　績 年度 計　画 実　績 計　画 実　績 計　画 実　績

2002 23.7 100.6 － 2002 70.5 5.0 －

2003 11.4 ▲ 4.6 92.6 109.1 － － 2003 13.7 15.3 5.8 4.2 － －

2004 3.3 9.3 96.2 100.7 － － 2004 4.3 4.7 4.5 7.4 － －

2005 14.7 28.3 98.9 110.2 － － 2005 22.8 27.2 8.4 4.7 － －

2006 6.6 3.3 108.8 128.0 － － 2006 ▲ 1.2 9.6 4.4 5.2 － －

2007 7.1 ▲ 0.2 126.3 117.1 － － 2007 38.4 126.3 6.4 12.5 － －

2008 2.5 ▲ 9.2 111.8 87.5 － － 2008 ▲ 5.9 ▲43.1 11.4 16.2 － －

2009 ▲36.3 ▲52.3 87.6 97.3 － － 2009 ▲11.8 ▲20.4 14.0 15.3 － －

2010 44.0 36.3 117.1 135.9 － 87.2 2010 19.1 2.5 17.7 14.0 － 11.5 

2011 59.5 45.5 191.2 182.0 127.9 88.8 2011 35.5 24.2 17.7 15.5 15.4 14.6 

2012 35.7 － 141.1 － 95.1 － 2012 38.1 － 22.2 － 19.9 －

海外投資増減率 海外/国内比率① 海外投資増減率

海外投資増減率 海外/国内比率① 海外投資増減率 海外/国内比率① 海外/国内比率②

海外/国内比率②

海外/国内比率②

海外/国内比率② 海外/国内比率①

 

 

 

 

 

（注）海外／国内比率① ＝ （連結海外設備投資÷単体国内設備投資）×100 
        

海外／国内比率② ＝ （連結海外設備投資÷連結国内設備投資）×100 
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付属図表９ 連結設備投資額 

（共通会社 1,112社）   （単位：億円、％）

2011 年度 2012 年度 12/11 2011 年度 2012 年度 12/11 2011 年度 2012 年度 12/11
実 績 計 画 増 減率 実 績 計 画 増 減率 実 績 計 画 増 減率

全 産 業 126,380 143,689 13.7 96,778 104,765 8.3 29,602 38,924 31.5

製 造 業 61,281 74,488 21.6 39,987 47,041 17.6 21,293 27,447 28.9

非製造業 65,099 69,201 6.3 56,790 57,724 1.6 8,309 11,477 38.1

連結設備投資額
（国内・海外合計） 国内設備投資額 海外設備投資額

 

 

 

 

 

 

付属図表10 業種別連結研究開発費の動向 

（共通会社 756社） （単位：億円、％）

2011年度 2012年度 増減率 2011年度 2011年度 2012年度 増減率 2011年度 2012年度

実　　績 計　　画 12/11 構 成 比 実　　績 計　　画 12/11 実　　績 計　　画

全　産　業 61,213 63,953 4.5 100.0 105,167 107,987 2.7 58.2 59.2

製　造　業 59,156 61,911 4.7 96.6 65,422 70,770 8.2 90.4 87.5

　食　　品 787 794 1.0 1.3 1,978 2,364 19.5 39.8 33.6

　繊　　維 428 460 7.5 0.7 477 664 39.0 89.7 69.4

　紙・パルプ 19 20 10.5 0.0 206 273 32.4 9.0 7.5

　化　　学 9,406 9,650 2.6 15.4 8,894 9,725 9.3 105.8 99.2

　石　　油 140 139 ▲ 0.7 0.2 964 2,164 124.6 14.5 6.4

　窯業・土石 438 453 3.4 0.7 1,401 1,607 14.7 31.3 28.2

　鉄　　鋼 573 582 1.6 0.9 3,036 497 ▲83.6 18.9 117.2

　非鉄金属 1,446 1,506 4.2 2.4 4,153 4,853 16.9 34.8 31.0

　一般機械 4,909 5,308 8.1 8.0 5,605 6,266 11.8 87.6 84.7

　電気機械 13,021 12,892 ▲ 1.0 21.3 12,201 12,063 ▲ 1.1 106.7 106.9

　精密機械 1,466 1,634 11.4 2.4 1,561 2,266 45.1 93.9 72.1

　輸送用機械 25,593 27,391 7.0 41.8 23,072 25,341 9.8 110.9 108.1

　その他の製造業 931 1,080 16.1 1.5 1,874 2,688 43.4 49.7 40.2

非 製 造 業 2,057 2,043 ▲ 0.7 3.4 39,745 37,217 ▲ 6.4 5.2 5.5

　建　　設 405 414 2.3 0.7 1,276 1,615 26.5 31.7 25.6

　不 動 産 0 0 - 0.0 3,197 2,783 ▲12.9 0.0 0.0

　運　　輸 14 14 ▲ 2.2 0.0 14,411 11,454 ▲20.5 0.1 0.1

　電力・ガス 55 56 1.4 0.1 3,332 3,945 18.4 1.7 1.4

　通信・情報 1,339 1,316 ▲ 1.7 2.2 14,985 14,765 ▲ 1.5 8.9 8.9

連結設備投資額（Ｂ） （Ａ）/（Ｂ）連結研究開発費（Ａ）

 

 

（注）国内連結設備投資額、海外連結設備投資額両方について、２年度共通で回答のあった1,112社の集計。 

    

   このため、海外設備投資額および増減率は、図表11、付属図表７と異なる。 
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Ⅲ．地域別設備投資動向（大企業・中堅企業：資本金１億円以上） 

 

１. 2011 年度の地域別設備投資実績 

2011 年度の地域別設備投資実績は、東北、北関東甲信、北陸、東海、中国、四国は増加したが、

その他の４地域で減少し、全国計では 1.1％減と４年連続の減少となった。 

 

２. 2012 年度の地域別設備投資計画  

2012 年度の地域別設備投資計画は、電気機械などの減少により北陸と九州が減少するほかは、

輸送用機械、一般機械、化学を中心に８地域で増加し、全国計では 12.0％増と５年ぶりの増加に

なる。なお、2011 年度は 16.8％増となった東北は、製造業は震災復旧関連投資が一服するため減

少に転じるものの、非製造業は安定供給に向けた電源投資などで増加するため、全産業では 3.0％

増と２年連続の増加となる。 

 

図表１ 2012/2011 年度地域別増減率（単位：％） 図表２ 2012 年度地域別･業種別増減率 

               

 20.0％以上

 10.0～20.0％

  0.0～10.0％
北海道 4.0(▲1.5)

東北 3.0(16.8)

北陸 ▲1.5(0.1)

東海 19.2(2.0)

関西 20.1(▲4.2)

中国 8.8(7.5)

四国 5.1(17.3)

九州 ▲1.5(▲20.0)

  0.0％未満

北関東甲信 26.2(10.5)

首都圏 9.7(▲6.4)

全国 12.0(▲1.1)

（単位：％）

(除電力) (除電力)

北 海 道 4.0 5.0 29.7 ▲ 1.9 ▲ 5.0

東 北 3.0 ▲ 6.2 ▲ 4.7 6.4 ▲ 9.0

北関東甲信 26.2 19.5 20.7 33.3 15.3

首 都 圏 9.7 9.9 31.2 5.2 4.6

北 陸 ▲ 1.5 5.0 ▲ 1.1 ▲ 2.1 35.1

東 海 19.2 18.2 17.6 24.2 20.4

関 西 20.1 19.9 22.4 18.6 18.3

中 国 8.8 8.5 20.7 ▲20.3 ▲21.7

四 国 5.1 6.4 17.4 ▲12.3 ▲27.7

九 州 ▲ 1.5 ▲ 0.3 ▲ 8.5 2.9 9.2

全 国 12.0 12.1 18.1 8.6 8.1

全産業 製造業 非製造業

 

 

・ 製造業は、東北、北陸、九州の３地域で減少するが、その他の７地域では二桁増となる。全国計

では 18.1％増と５年ぶりの増加となる。 

・ 製造業（全国計）における増加寄与業種は輸送用機械（寄与度（全国）2.2％）、一般機械（同 1.0％）、

化学（同 0.9％）などである。これら業種が全国と同様に増加寄与が高くなっている地域は次の

とおりである。 

 

輸送用機械 ： 北海道（同地域での寄与度 6.3％）、東海（同 5.8％）、北関東甲信（同 3.6％） 

一 般 機 械  ： 北関東甲信（同 5.4％）、中国（同 3.3％）、関西（同 1.2％）  

化   学 ： 四国（同 3.9％）、関西（同 3.9％）、東北（同 0.8％） 

 （  ）内は 2011/2010 の増減率 
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なお、全国計における減少寄与業種は電気機械（寄与度（全国）▲0.5％）などである。同業種

が全国と同様に減少寄与が高くなっている地域は次のとおりである。 

  

電 気 機 械 ： 九州（同▲3.7％）、北陸（同▲3.7％）、四国（同▲3.5％） 

 

・ 非製造業は、北海道、北陸、中国、四国の４地域で減少するが、その他の６地域で増加し、全国

計では 8.6％増と５年ぶりの増加となる。 

・ 非製造業（全国計）における増加寄与業種は卸売・小売（寄与度（全国）1.2％）、電力（同 1.1％）、

運輸（同 1.1％）などである。これら業種が全国と同様に増加寄与が高くなっている地域は次の

とおりである。 

 

卸売・小売 ： 首都圏（同地域での寄与度 1.6％）、東海（同 1.5％）、北陸（同 1.3％） 

電   力 ： 北関東甲信（同 12.2％）、東北（同 5.9％）、首都圏（同 1.1％） 

運    輸  ： 九州（同 4.6％）、関西（同 4.2％）、北海道（同 2.8％） 

 

３. 2013 年度の地域別設備投資計画  

2013 年度の地域別設備投資計画は、東海、九州の２地域で増加、その他の８地域で減少し、全

国計では 8.8％減との計画になっているが、当年度計画に比べると回答企業が少なく、現時点では

未確定な部分が多い。 
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図表３ 地域別設備投資動向 

▲20%

▲15%

▲10%

▲5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増減率

構成比

全国

▲1.1% 

数字は

北海道

▲1.5

3.4

2011年度対前年度増減率

2010年度 構 成 比

東北

16.8

9.3

北関東甲信

10.5

5.0

首都圏

▲6.4

33.2

東海

2.0

11.6

北陸

0.1

4.7

関西

▲4.2

14.0

中国

7.5

6.3

四国

17.3

2.8

九州

▲20.0

8.9

 

▲10%

▲5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増減率 数字は

構成比

全国

12.0%

2012年度対前年度増減率

2011年度 構 成 比

北海道

4.0

3.7

東北

3.0 

11.6

関西

20.1

11.5

北陸

▲1.5

3.2

東海

19.2

11.2

四国

5.1

3.6

九州

▲1.5 

7.9

中国

8.8

4.9

北関東甲信

26.2

6.7

首都圏

9.7

35.2

 

【2011 年度】 

【2012 年度】 

（注）１. 全国の対前年度増減率は、都道府県別投資額未回答会社の計数と沖縄県の計数を含む。 

２． 各地域の構成比は、都道府県別投資額回答会社の対合計比。なお各地域の構成比合計は、 

      四捨五入の関係で 100％とならない場合がある。 
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図表４ 業種別増減率の推移（全国） 

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04  05 06 07 08 09 10 11 12

全産業 製造業 非製造業

年度

％

(実績) (計画)

11実績 12計画

全産業 ▲1.1%   12.0%

製造業 ▲0.7%   18.1%

非製造業 ▲1.3%    8.6%

 

  （注）2009 年度実績までは事業基準分類。2010 年度以降は主業基準分類。以下同様。 

 

 

図表５ 調査時点別増減率の推移（全国） 
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％

12年度

11年度

13年度

 

  （注）全国の対前年度増減率は、都道府県別投資額未回答会社の計数と沖縄県の計数を含む。 
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地域別動向 

北 海 道 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2011年度 ▲1.5％→2012年度 4.0％[除電力5.0％]）【2012年度設備投資額 3,349億円】 

・2011年度主要減少業種 鉄鋼［寄与度▲6.2％］、サービス［同▲1.3％］ 

・2012年度主要増加業種 輸送用機械［寄与度6.3％］、運輸［同2.8％］ 

 

製 造 業    （2011年度 ▲31.6％→2012年度 29.7％：対全産業金額比23.5％） 

・能力増強投資のある輸送用機械（221.5％増）、設備改修のある紙・パルプ（79.3％増）が大幅増と

なることから、増加に転じる。 

 

非製造業（2011年度 9.7％→2012年度 ▲1.9％[除電力▲5.0％]：対全産業金額比76.5％） 

・船舶の新規取得や安全対策投資のある運輸（21.0％増）は増加するものの、空港関連投資が完了す

る不動産（61.7％減）、エネルギー関連投資が完了するその他非製造業（76.1％減）が大幅減となる

ことから、減少に転じる。 

 

 

 

（２）業種別増減率の推移 

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

40

50

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09  10 11 12

全産業 製造業 非製造業

年度

％

（実績)(計画）
 

非製造業は減少に転じるものの、製造業が増加に転じるため、全産業では４年ぶりに増加する。 
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東   北 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2011年度 16.8％→2012年度 3.0％[除電力▲6.2％]） 【2012年度設備投資額 10,362億円】 

・2011年度主要増加業種 電力［寄与度7.5％］、鉄鋼［同2.5％］ 

・2012年度主要増加業種 電力［寄与度5.9％］、化学［同0.8％］ 

 

製 造 業    （2011年度 34.8％→2012年度 ▲4.7％：対全産業金額比28.1％） 

・能力増強投資のある化学（17.5％増）は増加するものの、震災復旧関連投資が一服する紙・パルプ

（29.1％減）、鉄鋼（21.2％減）が減少することから、２年ぶりに減少する。 

  

非製造業（2011年度 12.1％→2012年度 6.4％[除電力▲9.0％]：対全産業金額比71.9％） 

・エネルギー関連投資が一服するその他非製造業（27.2％減）は減少するものの、安定供給に向けた

火力発電所増設がある電力（11.3％増）が二桁増となることから、２年連続で増加する。 

 

 

 

（２）業種別増減率の推移 

▲ 40

▲ 30

▲ 20
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90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09  10 11 12

全産業 製造業 非製造業

年度

％

（実績)(計画）
 

 

製造業は減少に転じるものの、非製造業が２年連続で増加するため、全産業では２年連続で増加す

る。 
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北関東甲信 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2011年度 10.5％→2012年度 26.2％[除電力19.5％]） 【2012年度設備投資額 7,332億円】 

・2011年度主要増加業種 一般機械［寄与度5.4％］、不動産［同2.5％］ 

・2012年度主要増加業種 電力［寄与度12.2％］、一般機械［同5.4％］ 

             

製 造 業    （2011年度 30.6％→2012年度 20.7％：対全産業金額比54.0％） 

・海外での旺盛な需要を背景に一般機械（67.3％増）が建設機械の能力増強投資で大幅増となるほか、

輸送用機械（25.5％増）も工場増設などの能力増強投資で増加することから、３年連続で増加する。 

 

非製造業（2011年度 ▲3.5％→2012年度 33.3％[除電力15.3％]：対全産業金額比46.0％） 

・安定供給に向けた火力発電所増設などのある電力（42.9％増）が大幅増となるほか、鉄道を中心に

運輸（52.0％増）も大幅増となることから、４年ぶりに増加する。 

 

 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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製造業は３年連続で増加し、非製造業も４年ぶりに増加するため、全産業では３年連続で増加する。
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首 都 圏 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2011年度 ▲6.4％→2012年度 9.7％[除電力9.9％]） 【2012年度設備投資額 33,611億円】 

・2011年度主要減少業種 運輸［寄与度▲3.0％］、卸売・小売［同▲2.5％］ 

・2012年度主要増加業種 不動産［寄与度2.6％］、石油［同1.8％］ 

 

製 造 業    （2011年度 ▲16.8％→2012年度 31.2％：対全産業金額比20.7％） 

・流通施設などを中心に石油（117.2％増）が倍増するほか、エコカー関連の新製品・製品高度化投資

のある輸送用機械（59.6％増）も大幅増となるなど殆どの業種で増加することから、増加に転じる。 

 

非製造業（2011年度 ▲4.2％→2012年度 5.2％[除電力4.6％]：対全産業金額比79.3％） 

・運輸（3.0％減）、通信・情報（10.1％減）の能力増強投資は一服するものの、大型プロジェクトが

継続する不動産（13.0％増）、店舗の改装・増床および新規出店がある卸売・小売（52.9％増）が増

加することから、５年ぶりに増加する。 

 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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製造業が増加に転じ、非製造業も５年ぶりに増加するため、全産業では５年ぶりに増加する。 
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北   陸 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2011年度 0.1％→2012年度 ▲1.5％[除電力5.0％]） 【2012年度設備投資額 2,728億円】 

・2011年度主要増加業種 一般機械［寄与度1.8％］、電気機械［同1.6％］ 

・2012年度主要減少業種 電力［寄与度▲5.2％］、電気機械［同▲3.7％］ 

 

製 造 業    （2011年度 9.0％→2012年度 ▲1.1％：対全産業金額比62.5％） 

・金属製品（77.7％増）は合理化・省力化投資を中心に増加するものの、電気機械（20.9％減）はデ

ィスプレイや家電、スマートフォン関連の能力増強投資の一服により減少し、化学（19.5％減）も

医薬品新工場の完成などにより減少することから、３年ぶりに減少する。 

 

非製造業（2011年度 ▲4.2％→2012年度 ▲2.1％[除電力35.1％]：対全産業金額比37.5％） 

・その他非製造業（926.4％増）は、エネルギー関連投資などにより大幅増となるものの、電力（20.9％

減）が減少し、通信・情報（25.7％減）も通信インフラ整備の一服などにより減少することから、

２年連続で減少する。 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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製造業が３年ぶりに減少し、非製造業も２年連続で減少するため、全産業では３年ぶりに減少する。
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東   海 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2011年度 2.0％→2012年度 19.2％[除電力18.2％]）【2012年度設備投資額 11,637億円】 

・2011年度主要増加業種 一般機械［寄与度2.0％］、化学［同1.5％］ 

・2012年度主要増加業種 輸送用機械［寄与度5.8％］、鉄鋼［同1.7％］ 

 

製 造 業    （2011年度 5.9％→2012年度 17.6％：対全産業金額比74.0％） 

・生産体制再構築や新車投資などがある輸送用機械（15.8％増）、新工場建設のある鉄鋼（65.0％増）、

能力増強投資などがある電気機械（16.2％増）など殆どの業種で増加することから、２年連続で増

加する。 

 

非製造業（2011年度 ▲4.4％→2012年度 24.2％[除電力20.4％]：対全産業金額比26.0％） 

・店舗の改装などがある卸売・小売（40.0％増）、電源投資などがある電力（130.4％増）、車両投資の

ある運輸（10.9％増）などが増加することから、４年ぶりに増加する。 

 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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製造業が２年連続で増加し、非製造業も４年ぶりに増加するため、全産業では２年連続で増加する。
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関   西 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2011年度 ▲4.2％→2012年度 20.1％[除電力19.9％]）【2012年度設備投資額 12,041億円】 

・2011年度主要減少業種 電力［寄与度▲2.8％］、石油［同▲1.8％］ 

・2012年度主要増加業種 運輸［寄与度4.2％］、化学［同3.9％］ 

 

製 造 業    （2011年度 ▲3.5％→2012年度 22.4％：対全産業金額比38.6％） 

・ディスプレイ関連投資が落ち込む電気機械（26.9％減）は減少するものの、高機能素材の能力増

強投資や研究施設の新・増設が相次ぐ化学（57.2％増）、その他製造業（65.2％増）、新車投資の

ある輸送用機械（75.4％増）が大幅増となり、４年ぶりに増加する。 

 

非製造業（2011年度 ▲4.6％→2012年度 18.6％[除電力18.3％]：対全産業金額比61.4％） 

・大型ターミナル開発投資がピークを迎える運輸（23.5％増）・不動産（16.0％増）・建設（100.5％増）

などが増加し、５年ぶりに増加する。 

 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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製造業は４年ぶりに増加し、非製造業も５年ぶりに増加するため、全産業では４年ぶりに増加する。
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中   国 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2011年度 7.5％→2012年度 8.8％[除電力8.5％]） 【2012年度設備投資額 4,661億円】 

・2011年度主要増加業種 輸送用機械［寄与度5.0％］、不動産［同3.0％］ 

・2012年度主要増加業種 一般機械［寄与度3.3％］、輸送用機械［同3.2％］ 

              

製 造 業    （2011年度 13.6％→2012年度 20.7％：対全産業金額比78.8％） 

・工場増設のある一般機械（84.4％増）、新車投資のある輸送用機械（15.0％増）、工場新設のある非

鉄金属（114.4％増）などが増加することから、３年連続で増加する。 

 

非製造業（2011年度 ▲0.3％→2012年度 ▲20.3％[除電力▲21.7％]：対全産業金額比21.2％） 

・前年度の店舗用地取得の反動減がある不動産（62.2％減）、既存店舗の建替が完了する卸売・小売

（22.3％減）、供給設備設置や製造設備増設が完了するガス（30.9％減）などが減少し、引き続き減

少する。 

 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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非製造業は引き続き減少するものの、製造業が３年連続で増加するため、全産業では２年連続で増

加する。 
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四   国 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2011年度 17.3％→2012年度 5.1％[除電力6.4％]） 【2012年度設備投資額 3,270億円】 

・2011年度主要増加業種 電気機械［寄与度8.4％］、化学［同5.2％］ 

・2012年度主要増加業種 化学［寄与度3.9％］、紙・パルプ［同3.8％］ 

 

製 造 業    （2011年度 11.1％→2012年度 17.4％：対全産業金額比65.4％） 

・能力増強投資の一服から電気機械（12.4％減）は減少するものの、合理化投資や工場新設などのあ

る化学（27.9％増）、紙・パルプ（84.4％増）、非鉄金属（74.7％増）が大幅増となることから、３

年連続で増加する。 

                    

非製造業（2011年度 27.0％→2012年度 ▲12.3％[除電力▲27.7％]：対全産業金額比34.6％） 

・ショッピングセンターが開業した卸売・小売（49.9％減）、再開発プロジェクトが一服した不動産

（88.8％減）などが大幅減となることから、減少に転じる。 

 

 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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非製造業は減少に転じるものの、製造業が３年連続で増加するため、全産業では２年連続で増加す

る。 
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九   州 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2011年度 ▲20.0％→2012年度 ▲1.5％[除電力▲0.3％]）【2012年度設備投資額 6,735億円】 

・2011年度主要減少業種 運輸［寄与度▲6.5％］、電力［同▲5.8％］ 

・2012年度主要減少業種  電気機械［寄与度▲3.7％］、通信・情報［同▲2.6％］ 

 

製 造 業    （2011年度 ▲20.5％→2012年度 ▲8.5％：対全産業金額比35.5％） 

・新車投資のある輸送用機械（28.6％増）は増加するものの、太陽電池関連大型投資の反動が依然続く

電気機械（41.4％減）が大幅減になったほか、酒類新工場が完成した食品（19.0％減）も減少するこ

とから、５年連続で減少する。 

 

非製造業（2011年度▲19.7％→2012年度 2.9％[除電力9.2％]：対全産業金額比64.5％） 

・資産取得の反動減がある通信・情報（56.7％減）は減少するものの、鉄道の維持更新投資などが増加

する運輸（55.3％増）、ＬＮＧ基地工事が本格化するガス（60.3％増）が大幅増となることから、増

加に転じる。 

 

 

（２）業種別増減率の推移 
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非製造業は増加に転じるものの、製造業が５年連続で減少するため、全産業では２年連続で減少す

る。 
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調査要領（「2011・2012・2013 年度 地域別設備投資計画調査」） 

 

１．調査目的 

この調査は、毎年実施している設備投資計画調査の集計結果のうち、都道府県別に回答

が得られたデータを整理して、地域別設備投資動向の把握を行うことを目的としている。 

 

２．設備投資の範囲 

自社の有形固定資産に対する国内投資（ただし、不動産業における分譲用を除く）。原

則として、建設仮勘定を含む有形固定資産の新規計上額（売却、滅失、減価償却を控除せ

ず。工事ベース）。2009 年６月調査より、2008 年４月１日以降開始される事業年度から適用

された「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号）および「リース取引に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号）により、リース資産への新規計上額が

設備投資額に含まれる。 

 

３．調査方法 

アンケート方式（調査票送付。必要に応じ電話聞き取りなどにより補足）。 

 

４．調査の対象企業 

原則として資本金１億円以上の民間法人企業を対象（ただし、農業、林業、金融保険業

などを除く）。  

 

５．調査時期 

2012 年 6 月 20 日（水）を期日として実施。 

 

６．本行調査の特長 

どの地点で設備投資が行われたかに着目する「属地主義」に基づいてデータを集計して

いるため、地元企業ベースで集計する他のアンケート調査と比較して、地域の実態により

近い設備投資動向の把握が可能となっている。 
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７．回答状況 

回答状況は以下の通りであり、調査対象企業と回答企業の数は、同種の設備投資動向調

査としてはわが国最大規模の調査となっている。 

                   （地域別回答のべ社数） 

  社   数 有効回答率    北 海 道        670社 関 西       1,149社 

 調査対象企業 11,944社 － 東 北      1,139社 中 国         746社 

 回 答 企 業 6,754社  56.5％ 北関東甲信    826社 四   国    331社 

 地域別回答企業 5,790社  48.5％ 首 都 圏      1,795社 九   州    941社 

 北   陸   487社 沖   縄     50社 

 東   海    887社 

  （注） 地域区分は以下の通り 

      北 海 道      ････ 北海道 

      東 北      ････ 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟 

      北関東甲信 ････ 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 

      首 都 圏      ････ 埼玉、千葉、東京、神奈川 

      北 陸      ････ 富山、石川、福井 

      東 海      ････ 岐阜、静岡、愛知、三重 

      関 西      ････ 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

      中 国      ････ 鳥取、島根、岡山、広島、山口 

      四 国      ････ 徳島、香川、愛媛、高知 

      九 州      ････ 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島 

      沖 縄      ････ 沖縄 
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付属図表１ 地域別設備投資 総括 

 

(単位：億円、％)

2010・2011年度対比 2012・2013年度対比

2010年度 2011年度 増減率 2011年度 2012年度 全産業 製造業 非製造業 2011年度 2012年度 2012年度 2013年度 増減率

北 海 道 3,114 3,067 ▲ 1.5 3,220 3,349 4.0 29.7 ▲ 1.9 3.7 3.5 1,126 890 ▲21.0

東 北 8,422 9,837 16.8 10,060 10,362 3.0 ▲ 4.7 6.4 11.6 10.8 3,930 3,594 ▲ 8.5

北関東甲信 4,550 5,025 10.5 5,812 7,332 26.2 20.7 33.3 6.7 7.6 3,613 3,441 ▲ 4.8

首 都 圏 30,014 28,096 ▲ 6.4 30,632 33,611 9.7 31.2 5.2 35.2 34.9 17,813 16,355 ▲ 8.2

北 陸 4,256 4,263 0.1 2,769 2,728 ▲ 1.5 ▲ 1.1 ▲ 2.1 3.2 2.8 806 713 ▲11.6

東 海 10,480 10,689 2.0 9,761 11,637 19.2 17.6 24.2 11.2 12.1 3,326 3,439 3.4

関 西 12,654 12,117 ▲ 4.2 10,029 12,041 20.1 22.4 18.6 11.5 12.5 4,645 4,148 ▲10.7

中 国 5,663 6,090 7.5 4,283 4,661 8.8 20.7 ▲20.3 4.9 4.8 2,129 2,046 ▲ 3.9

四 国 2,533 2,972 17.3 3,112 3,270 5.1 17.4 ▲12.3 3.6 3.4 598 536 ▲10.3

九 州 8,081 6,467 ▲20.0 6,835 6,735 ▲ 1.5 ▲ 8.5 2.9 7.9 7.0 2,184 2,210 1.2

全 国 156,931 155,153 ▲ 1.1 155,317 173,883 12.0 18.1 8.6 － － 51,962 47,365 ▲ 8.8

増　 　減　 　率 構   成   比

2011・2012年度対比

 
(注) １． 構成比は､都道府県別投資額回答会社の対合計比｡ 

２．  全国の数値は､都道府県別投資額未回答会社の計数と沖縄県の計数を含む｡ 
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ①

（単位：億円、％）

2011年度 2012年度 寄与度 2011年度 2012年度 寄与度

3,220 3,349 4.0 ( ▲ 1.5 ) 4.0 10,060 10,362 3.0 ( 16.8 ) 3.0

製    造    業　 607 788 29.7 ( ▲31.6 ) 5.6 3,054 2,910 ▲ 4.7 ( 34.8 ) ▲ 1.4

食　  　  品 167 125 ▲25.3 ( ▲17.5 ) ▲ 1.3 290 285 ▲ 1.7 ( ▲ 4.6 ) ▲ 0.0

繊　　    維 0 0 0.0 ( 125.0 ) 0.0 1 1 ▲55.9 ( 656.3 ) ▲ 0.0

紙 ･パ ル プ 59 105 79.3 ( 1.2 ) 1.4 500 355 ▲29.1 ( 100.6 ) ▲ 1.4

化　　    学 15 25 72.5 ( ▲17.0 ) 0.3 450 529 17.5 ( 4.6 ) 0.8

石　　    油 25 29 12.7 ( 32.8 ) 0.1 36 44 22.0 ( ▲57.4 ) 0.1

窯 業 ･土 石 48 39 ▲17.5 ( ▲41.7 ) ▲ 0.3 139 118 ▲14.9 ( 253.1 ) ▲ 0.2

鉄　　    鋼 70 48 ▲30.6 ( ▲73.5 ) ▲ 0.7 363 286 ▲21.2 ( 132.2 ) ▲ 0.8

非  鉄  金  属 10 12 12.3 ( 97.5 ) 0.0 168 151 ▲10.3 ( 75.9 ) ▲ 0.2

金  属  製  品 1 1 ▲48.8 ( 26.4 ) ▲ 0.0 28 29 3.3 ( 26.1 ) 0.0

一  般  機  械 62 25 ▲60.2 ( 101.7 ) ▲ 1.2 180 185 2.9 ( 126.5 ) 0.1

電  気  機  械 32 48 48.7 ( ▲21.4 ) 0.5 446 495 11.0 ( 4.3 ) 0.5

精  密  機  械 0 0 ▲100.0 ( ▲90.0 ) ▲ 0.0 54 88 62.6 ( ▲34.7 ) 0.3

輸 送 用 機 械 91 293 221.5 ( ▲30.4 ) 6.3 264 239 ▲ 9.5 ( 62.9 ) ▲ 0.2

うち自動車 84 288 241.3 ( ▲22.0 ) 6.3 208 217 4.6 ( 56.9 ) 0.1

その他製造業 28 39 40.7 ( 29.6 ) 0.4 135 107 ▲20.8 ( ▲ 6.3 ) ▲ 0.3

非  製  造  業　 2,613 2,562 ▲ 1.9 ( 9.7 ) ▲ 1.6 7,006 7,451 6.4 ( 12.1 ) 4.4

建   　　 設 21 27 30.8 ( 2.1 ) 0.2 76 39 ▲49.0 ( 126.4 ) ▲ 0.4

卸売 ・ 小売 226 189 ▲16.5 ( 36.8 ) ▲ 1.2 340 297 ▲12.5 ( 78.6 ) ▲ 0.4

不   動   産 299 115 ▲61.7 ( 11.8 ) ▲ 5.7 76 85 11.4 ( ▲79.9 ) 0.1

運　    　輸 433 524 21.0 ( 48.0 ) 2.8 266 313 17.9 ( 35.7 ) 0.5

電　    　力 1,115 1,139 2.1 ( 2.7 ) 0.7 5,309 5,907 11.3 ( 11.6 ) 5.9

ガ　　    ス 165 190 14.9 ( 4.5 ) 0.8 128 114 ▲11.5 ( 10.2 ) ▲ 0.1

通信 ・ 情報 94 137 46.2 ( 19.7 ) 1.3 181 186 2.9 ( 31.8 ) 0.1

リ   ー   ス 31 36 17.0 ( 46.9 ) 0.2 25 25 ▲ 3.4 ( 782.8 ) ▲ 0.0

サ  ー  ビ  ス 159 188 18.5 ( ▲42.3 ) 0.9 199 192 ▲ 3.9 ( 59.2 ) ▲ 0.1

その他非製造業 69 17 ▲76.1 ( ▲25.5 ) ▲ 1.6 405 295 ▲27.2 ( 36.5 ) ▲ 1.1

全産業（除電力） 2,105 2,211 5.0 ( ▲ 3.8 ) 3.3 4,751 4,455 ▲ 6.2 ( 26.1 ) ▲ 2.9

非製造業(除電力） 1,498 1,423 ▲ 5.0 ( 16.4 ) ▲ 2.3 1,697 1,545 ▲ 9.0 ( 14.1 ) ▲ 1.5

全    産    業　

2012/2011(2011/2010)

北       　 海        　道

2012/2011(2011/2010)

東  　　   　   　　   北

業　　　　　種

 

(注）その他製造業：出版印刷、ゴム、その他製造業  その他非製造業：漁業、鉱業、その他非製造業 
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ② 

（単位：億円、％）

2011年度 2012年度 寄与度 2011年度 2012年度 寄与度

5,812 7,332 26.2 ( 10.5 ) 26.2 30,632 33,611 9.7 ( ▲ 6.4 ) 9.7

製    造    業　 3,280 3,958 20.7 ( 30.6 ) 11.7 5,313 6,971 31.2 ( ▲16.8 ) 5.4

食　  　  品 282 338 19.9 ( 34.3 ) 1.0 300 322 7.4 ( 7.7 ) 0.1

繊　　    維 14 8 ▲42.7 ( ▲22.4 ) ▲ 0.1 25 58 135.3 ( ▲70.0 ) 0.1

紙 ･パ ル プ 78 30 ▲61.4 ( 163.4 ) ▲ 0.8 70 58 ▲17.1 ( ▲ 8.7 ) ▲ 0.0

化　　    学 368 354 ▲ 3.8 ( 20.6 ) ▲ 0.2 988 1,020 3.2 ( 10.1 ) 0.1

石　　    油 25 22 ▲10.8 ( ▲57.1 ) ▲ 0.0 476 1,034 117.2 ( ▲19.1 ) 1.8

窯 業 ･土 石 44 25 ▲43.8 ( 22.4 ) ▲ 0.3 58 93 60.7 ( ▲17.0 ) 0.1

鉄　　    鋼 84 99 18.1 ( 42.7 ) 0.3 262 312 19.3 ( ▲12.2 ) 0.2

非  鉄  金  属 224 261 16.6 ( ▲ 2.6 ) 0.6 299 351 17.4 ( ▲ 8.7 ) 0.2

金  属  製  品 28 52 82.6 ( 14.5 ) 0.4 74 51 ▲31.0 ( ▲34.2 ) ▲ 0.1

一  般  機  械 466 780 67.3 ( 112.1 ) 5.4 496 666 34.2 ( ▲51.9 ) 0.6

電  気  機  械 623 614 ▲ 1.5 ( 20.1 ) ▲ 0.2 1,238 1,439 16.2 ( ▲ 0.1 ) 0.7

精  密  機  械 76 80 5.9 ( ▲ 7.0 ) 0.1 152 185 22.0 ( ▲ 8.0 ) 0.1

輸 送 用 機 械 823 1,033 25.5 ( 41.8 ) 3.6 557 889 59.6 ( ▲29.2 ) 1.1

うち自動車 792 1,024 29.3 ( 41.4 ) 4.0 442 764 72.7 ( ▲39.5 ) 1.0

その他製造業 145 262 80.9 ( 14.9 ) 2.0 318 493 55.0 ( ▲15.4 ) 0.6

非  製  造  業　 2,532 3,375 33.3 ( ▲ 3.5 ) 14.5 25,319 26,640 5.2 ( ▲ 4.2 ) 4.3

建   　　 設 27 62 133.7 ( 28.9 ) 0.6 399 329 ▲17.6 ( ▲13.3 ) ▲ 0.2

卸売 ・ 小売 134 169 26.0 ( ▲12.5 ) 0.6 944 1,443 52.9 ( ▲41.6 ) 1.6

不   動   産 186 92 ▲50.3 ( 164.8 ) ▲ 1.6 6,117 6,913 13.0 ( ▲ 4.8 ) 2.6

運　    　輸 237 360 52.0 ( ▲12.6 ) 2.1 9,228 8,951 ▲ 3.0 ( ▲10.1 ) ▲ 0.9

電　    　力 1,653 2,361 42.9 ( ▲ 8.0 ) 12.2 4,013 4,362 8.7 ( 9.0 ) 1.1

ガ　　    ス 97 118 21.2 ( 31.1 ) 0.4 367 437 19.2 ( 25.9 ) 0.2

通信 ・ 情報 66 101 52.0 ( ▲39.7 ) 0.6 2,501 2,248 ▲10.1 ( 17.1 ) ▲ 0.8

リ   ー   ス 9 14 63.2 ( 98.2 ) 0.1 480 464 ▲ 3.2 ( 34.1 ) ▲ 0.1

サ  ー  ビ  ス 110 60 ▲45.6 ( 82.8 ) ▲ 0.9 1,218 1,430 17.4 ( 24.3 ) 0.7

その他非製造業 13 37 173.7 ( ▲71.2 ) 0.4 52 62 19.4 ( ▲57.9 ) 0.0

全産業（除電力） 4,159 4,971 19.5 ( 25.2 ) 14.0 26,619 29,249 9.9 ( ▲ 8.6 ) 8.6

非製造業(除電力） 879 1,013 15.3 ( 10.0 ) 2.3 21,306 22,278 4.6 ( ▲ 6.6 ) 3.2

首　　　　　都　　　　　圏

2012/2011(2011/2010)

全    産    業　

北　  関 　 東　  甲 　 信

2012/2011(2011/2010)
業　　　　　種
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ③ 

（単位：億円、％）

2011年度 2012年度 寄与度 2011年度 2012年度 寄与度

2,769 2,728 ▲ 1.5 ( 0.1 ) ▲ 1.5 9,761 11,637 19.2 ( 2.0 ) 19.2

製    造    業　 1,724 1,706 ▲ 1.1 ( 9.0 ) ▲ 0.7 7,327 8,613 17.6 ( 5.9 ) 13.2

食　  　  品 54 45 ▲16.0 ( 20.9 ) ▲ 0.3 160 143 ▲10.3 ( 25.9 ) ▲ 0.2

繊　　    維 65 73 12.0 ( ▲ 1.8 ) 0.3 69 75 7.8 ( 371.8 ) 0.1

紙 ･パ ル プ 61 47 ▲22.3 ( ▲ 3.6 ) ▲ 0.5 171 215 26.2 ( 16.3 ) 0.5

化　　    学 358 288 ▲19.5 ( ▲ 8.8 ) ▲ 2.5 635 711 12.0 ( 40.5 ) 0.8

石　　    油 1 0 ▲100.0 ( － ) ▲ 0.0 78 115 47.3 ( ▲37.9 ) 0.4

窯 業 ･土 石 43 28 ▲34.8 ( 68.0 ) ▲ 0.5 143 166 16.4 ( 28.1 ) 0.2

鉄　　    鋼 27 80 197.0 ( ▲79.1 ) 1.9 258 425 65.0 ( ▲31.1 ) 1.7

非  鉄  金  属 93 141 51.9 ( 22.9 ) 1.7 332 345 3.8 ( 12.7 ) 0.1

金  属  製  品 80 142 77.7 ( 114.0 ) 2.2 46 56 20.8 ( ▲ 5.4 ) 0.1

一  般  機  械 267 248 ▲ 7.3 ( 55.9 ) ▲ 0.7 657 749 14.0 ( 54.7 ) 0.9

電  気  機  械 485 384 ▲20.9 ( 15.2 ) ▲ 3.7 868 1,009 16.2 ( 5.9 ) 1.4

精  密  機  械 4 5 33.2 ( ▲40.2 ) 0.0 23 57 149.5 ( ▲35.6 ) 0.3

輸 送 用 機 械 32 28 ▲12.8 ( 20.8 ) ▲ 0.1 3,583 4,151 15.8 ( ▲ 0.1 ) 5.8

うち自動車 27 16 ▲39.3 ( 39.3 ) ▲ 0.4 3,532 4,111 16.4 ( ▲ 0.0 ) 5.9

その他製造業 155 197 26.8 ( 26.7 ) 1.5 304 396 30.3 ( ▲ 6.0 ) 0.9

非  製  造  業　 1,044 1,023 ▲ 2.1 ( ▲ 4.2 ) ▲ 0.8 2,434 3,024 24.2 ( ▲ 4.4 ) 6.0

建   　　 設 12 8 ▲33.5 ( 68.0 ) ▲ 0.1 104 164 56.7 ( 35.1 ) 0.6

卸売 ・ 小売 87 123 42.4 ( 12.9 ) 1.3 360 505 40.0 ( ▲24.8 ) 1.5

不   動   産 8 19 126.3 ( ▲61.2 ) 0.4 199 256 28.3 ( ▲39.7 ) 0.6

運　    　輸 58 73 26.2 ( 36.9 ) 0.5 837 928 10.9 ( 21.1 ) 0.9

電　    　力 694 549 ▲20.9 ( ▲ 6.1 ) ▲ 5.2 85 195 130.4 ( ▲ 3.7 ) 1.1

ガ　　    ス 20 34 71.6 ( 79.1 ) 0.5 499 586 17.6 ( ▲ 4.3 ) 0.9

通信 ・ 情報 111 82 ▲25.7 ( 39.4 ) ▲ 1.0 182 162 ▲10.8 ( ▲26.1 ) ▲ 0.2

リ   ー   ス 18 21 15.0 ( ▲27.3 ) 0.1 3 1 ▲69.1 ( 248.6 ) ▲ 0.0

サ  ー  ビ  ス 31 43 40.0 ( ▲47.8 ) 0.4 102 156 51.8 ( ▲ 9.5 ) 0.5

その他非製造業 7 71 926.4 ( 74.7 ) 2.3 63 73 14.7 ( 15.6 ) 0.1

全産業（除電力） 2,075 2,179 5.0 ( 10.0 ) 3.8 9,677 11,442 18.2 ( 3.2 ) 18.1

非製造業(除電力） 350 473 35.1 ( 15.9 ) 4.4 2,350 2,829 20.4 ( ▲ 5.1 ) 4.9

2012/2011(2011/2010)

東   　　     　　    海

2012/2011(2011/2010)

北   　　 　       　 陸

業　　　　　種

全    産    業　
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ④ 

（単位：億円、％）

2011年度 2012年度 寄与度 2011年度 2012年度 寄与度

10,029 12,041 20.1 ( ▲ 4.2 ) 20.1 4,283 4,661 8.8 ( 7.5 ) 8.8

製    造    業　 3,801 4,652 22.4 ( ▲ 3.5 ) 8.5 3,044 3,674 20.7 ( 13.6 ) 14.7

食　  　  品 128 206 61.0 ( ▲ 6.0 ) 0.8 57 73 28.1 ( 41.7 ) 0.4

繊　　    維 51 83 64.6 ( ▲24.1 ) 0.3 26 24 ▲ 7.2 ( 75.7 ) ▲ 0.0

紙 ･パ ル プ 41 56 35.1 ( 53.4 ) 0.1 92 87 ▲ 6.3 ( 63.9 ) ▲ 0.1

化　　    学 680 1,068 57.2 ( ▲ 0.6 ) 3.9 795 828 4.1 ( 17.1 ) 0.8

石　　    油 33 42 28.3 ( ▲88.3 ) 0.1 179 173 ▲ 3.1 ( ▲29.5 ) ▲ 0.1

窯 業 ･土 石 86 44 ▲49.0 ( ▲50.1 ) ▲ 0.4 36 35 ▲ 2.9 ( ▲21.9 ) ▲ 0.0

鉄　　    鋼 369 393 6.4 ( 22.6 ) 0.2 129 192 48.6 ( ▲ 5.0 ) 1.5

非  鉄  金  属 230 175 ▲24.1 ( ▲46.0 ) ▲ 0.6 111 237 114.4 ( 113.0 ) 3.0

金  属  製  品 66 69 4.5 ( ▲ 3.7 ) 0.0 23 38 65.1 ( ▲25.2 ) 0.3

一  般  機  械 556 676 21.7 ( ▲ 3.2 ) 1.2 170 313 84.4 ( ▲12.5 ) 3.3

電  気  機  械 831 607 ▲26.9 ( 6.9 ) ▲ 2.2 359 443 23.4 ( 12.2 ) 2.0

精  密  機  械 121 207 71.6 ( ▲ 5.3 ) 0.9 51 50 ▲ 2.3 ( ▲17.8 ) ▲ 0.0

輸 送 用 機 械 176 309 75.4 ( 8.5 ) 1.3 901 1,036 15.0 ( 49.6 ) 3.2

うち自動車 94 186 97.9 ( 2.0 ) 0.9 782 977 25.0 ( 54.7 ) 4.6

その他製造業 434 718 65.2 ( 23.0 ) 2.8 115 144 25.8 ( ▲12.8 ) 0.7

非  製  造  業　 6,228 7,389 18.6 ( ▲ 4.6 ) 11.6 1,239 988 ▲20.3 ( ▲ 0.3 ) ▲ 5.9

建   　　 設 175 351 100.5 ( 23.6 ) 1.8 95 70 ▲25.7 ( 28.7 ) ▲ 0.6

卸売 ・ 小売 954 1,049 9.9 ( 6.0 ) 0.9 276 214 ▲22.3 ( ▲33.3 ) ▲ 1.4

不   動   産 1,357 1,574 16.0 ( ▲10.0 ) 2.2 253 96 ▲62.2 ( 169.2 ) ▲ 3.7

運　    　輸 1,810 2,236 23.5 ( ▲ 0.0 ) 4.2 210 184 ▲12.6 ( ▲ 8.5 ) ▲ 0.6

電　    　力 33 61 86.3 ( ▲15.0 ) 0.3 8 24 199.5 ( ▲ 7.6 ) 0.4

ガ　　    ス 655 755 15.3 ( 32.3 ) 1.0 182 126 ▲30.9 ( 6.0 ) ▲ 1.3

通信 ・ 情報 841 964 14.5 ( ▲19.5 ) 1.2 161 204 27.3 ( ▲ 9.0 ) 1.0

リ   ー   ス 57 39 ▲30.8 ( ▲38.2 ) ▲ 0.2 4 6 57.0 ( ▲24.6 ) 0.1

サ  ー  ビ  ス 325 333 2.5 ( 95.6 ) 0.1 44 56 28.7 ( 1.9 ) 0.3

その他非製造業 20 26 29.0 ( 3778.8 ) 0.1 6 7 9.0 ( 37.2 ) 0.0

全産業（除電力） 9,996 11,980 19.9 ( ▲ 1.8 ) 19.8 4,275 4,638 8.5 ( 13.5 ) 8.5

非製造業(除電力） 6,195 7,327 18.3 ( ▲ 0.5 ) 11.3 1,231 964 ▲21.7 ( 12.8 ) ▲ 6.2

中   　　　　         国

2012/2011(2011/2010) 2012/2011(2011/2010)

関　　　　　　　　　　西

業　　　　　種

全    産    業　
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ⑤ 

（単位：億円、％）

2011年度 2012年度 寄与度 2011年度 2012年度 寄与度

3,112 3,270 5.1 ( 17.3 ) 5.1 6,835 6,735 ▲ 1.5 ( ▲20.0 ) ▲ 1.5

製    造    業　 1,822 2,139 17.4 ( 11.1 ) 10.2 2,612 2,390 ▲ 8.5 ( ▲20.5 ) ▲ 3.2

食　  　  品 63 59 ▲ 6.5 ( 74.4 ) ▲ 0.1 323 262 ▲19.0 ( 18.3 ) ▲ 0.9

繊　　    維 19 42 117.0 ( ▲19.8 ) 0.7 1 3 133.9 ( 7.9 ) 0.0

紙 ･パ ル プ 138 255 84.4 ( ▲19.3 ) 3.8 18 35 91.1 ( ▲60.9 ) 0.2

化　　    学 434 555 27.9 ( 42.4 ) 3.9 316 303 ▲ 4.1 ( ▲ 0.7 ) ▲ 0.2

石　　    油 22 70 218.1 ( ▲89.0 ) 1.5 36 28 ▲22.7 ( 66.8 ) ▲ 0.1

窯 業 ･土 石 6 8 23.0 ( ▲58.2 ) 0.0 80 81 1.5 ( 44.3 ) 0.0

鉄　　    鋼 18 27 51.6 ( 19.8 ) 0.3 101 74 ▲26.8 ( ▲56.2 ) ▲ 0.4

非  鉄  金  属 136 238 74.7 ( 67.3 ) 3.3 307 312 1.5 ( 77.2 ) 0.1

金  属  製  品 2 2 ▲ 5.6 ( 21.6 ) ▲ 0.0 16 15 ▲ 7.3 ( 31.7 ) ▲ 0.0

一  般  機  械 43 54 25.7 ( ▲ 0.8 ) 0.4 167 136 ▲18.3 ( ▲46.9 ) ▲ 0.4

電  気  機  械 869 761 ▲12.4 ( 37.2 ) ▲ 3.5 614 360 ▲41.4 ( ▲36.6 ) ▲ 3.7

精  密  機  械 1 0 ▲63.2 ( ▲37.8 ) ▲ 0.0 119 153 28.1 ( 20.1 ) 0.5

輸 送 用 機 械 20 22 9.4 ( ▲61.4 ) 0.1 360 463 28.6 ( ▲31.9 ) 1.5

うち自動車 3 6 88.1 ( ▲28.8 ) 0.1 216 358 65.9 ( ▲52.2 ) 2.1

その他製造業 50 46 ▲ 9.0 ( 19.6 ) ▲ 0.1 152 166 9.3 ( ▲27.1 ) 0.2

非  製  造  業　 1,290 1,132 ▲12.3 ( 27.0 ) ▲ 5.1 4,223 4,345 2.9 ( ▲19.7 ) 1.8

建   　　 設 26 14 ▲45.7 ( 253.8 ) ▲ 0.4 88 37 ▲58.1 ( 121.0 ) ▲ 0.7

卸売 ・ 小売 222 111 ▲49.9 ( 192.7 ) ▲ 3.6 359 425 18.4 ( ▲19.5 ) 1.0

不   動   産 87 10 ▲88.8 ( 534.8 ) ▲ 2.5 428 415 ▲ 3.1 ( ▲23.7 ) ▲ 0.2

運　    　輸 95 119 25.1 ( 15.2 ) 0.8 569 884 55.3 ( ▲49.3 ) 4.6

電　    　力 699 704 0.7 ( 14.3 ) 0.2 1,994 1,910 ▲ 4.2 ( ▲18.0 ) ▲ 1.2

ガ　　    ス 30 31 4.3 ( ▲20.1 ) 0.0 210 337 60.3 ( ▲37.2 ) 1.9

通信 ・ 情報 39 61 54.5 ( ▲49.6 ) 0.7 312 135 ▲56.7 ( 54.0 ) ▲ 2.6

リ   ー   ス 56 56 ▲ 0.2 ( 9.6 ) ▲ 0.0 9 6 ▲33.7 ( 41.9 ) ▲ 0.0

サ  ー  ビ  ス 18 13 ▲27.6 ( 304.3 ) ▲ 0.2 238 182 ▲23.5 ( 71.5 ) ▲ 0.8

その他非製造業 18 13 ▲27.9 ( ▲ 4.8 ) ▲ 0.2 17 15 ▲14.0 ( 94.9 ) ▲ 0.0

全産業（除電力） 2,413 2,566 6.4 ( 18.3 ) 4.9 4,842 4,825 ▲ 0.3 ( ▲20.9 ) ▲ 0.2

非製造業(除電力） 591 428 ▲27.7 ( 49.9 ) ▲ 5.3 2,230 2,435 9.2 ( ▲21.4 ) 3.0

2012/2011(2011/2010) 2012/2011(2011/2010)

九   　　    　　     州

業　　　　　種

全    産    業　

四  　　     　　     国

 

(注）九州は沖縄県を含まない 
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ⑥ 

 

（単位：億円、％）

2011年度 2012年度 寄与度

155,317 173,883 12.0 ( ▲ 1.1 ) 12.0

製    造    業　 54,885 64,843 18.1 ( ▲ 0.7 ) 6.4

食　  　  品 4,855 6,134 26.3 ( 3.2 ) 0.8

繊　　    維 308 430 39.8 ( ▲11.9 ) 0.1

紙 ･パ ル プ 1,562 1,527 ▲ 2.2 ( 34.6 ) ▲ 0.0

化　　    学 8,569 10,043 17.2 ( ▲ 3.7 ) 0.9

石　　    油 1,427 2,217 55.4 ( ▲22.8 ) 0.5

窯 業 ･土 石 1,517 1,678 10.6 ( ▲19.7 ) 0.1

鉄　　    鋼 3,577 3,764 5.2 ( ▲10.7 ) 0.1

非  鉄  金  属 2,243 2,611 16.4 ( 12.8 ) 0.2

金  属  製  品 526 648 23.2 ( 25.7 ) 0.1

一  般  機  械 6,307 7,850 24.5 ( 19.8 ) 1.0

電  気  機  械 10,655 9,868 ▲ 7.4 ( ▲ 3.9 ) ▲ 0.5

精  密  機  械 1,512 1,987 31.4 ( 14.9 ) 0.3

輸 送 用 機 械 9,863 13,307 34.9 ( ▲ 0.1 ) 2.2

うち自動車 9,120 12,696 39.2 ( ▲ 1.4 ) 2.3

その他製造業 1,963 2,777 41.5 ( ▲10.4 ) 0.5

非  製  造  業　 100,432 109,040 8.6 ( ▲ 1.3 ) 5.5

建   　　 設 2,526 2,925 15.8 ( ▲ 9.2 ) 0.3

卸売 ・ 小売 8,922 10,833 21.4 ( 0.1 ) 1.2

不   動   産 10,933 12,179 11.4 ( ▲13.4 ) 0.8

運　    　輸 24,185 25,904 7.1 ( ▲ 2.2 ) 1.1

電　    　力 16,012 17,784 11.1 ( ▲ 1.3 ) 1.1

ガ　　    ス 3,518 4,163 18.3 ( 9.2 ) 0.4

通信 ・ 情報 28,141 28,617 1.7 ( 5.8 ) 0.3

リ   ー   ス 2,356 2,653 12.6 ( ▲28.7 ) 0.2

サ  ー  ビ  ス 3,153 3,351 6.3 ( 21.4 ) 0.1

その他非製造業 687 630 ▲ 8.2 ( 5.7 ) ▲ 0.0

全産業（除電力） 139,305 156,099 12.1 ( ▲ 1.1 ) 10.8

非製造業(除電力） 84,420 91,257 8.1 ( ▲ 1.4 ) 4.4

2012/2011(2011/2010)

全      　　          国

業　　　　　種

全    産    業　

 

(注）全国は都道府県別投資未回答会社と沖縄県の計数を含む
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                付属図表３ 地域別シェア 
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2012

2011

2010

2009

2008

2007

2006

2005

2004

2003

2002

2001

2000

1999

1998

1997

1996

1995

1994

年度

［全産業］

北海道 東北 北関東甲信 首都圏 北陸 東海 関西 中国 四国 九州
 

 

（注）１．本グラフにおける九州には、沖縄県の投資額を含めている。 

２．四捨五入の関係で、構成比の合計が100％にならない場合がある。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

株式会社日本政策投資銀行  産業調査部 
〒100-0004 

東京都千代田区大手町１丁目９番１号 

Tel   03(3244)1845 
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